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Customs and Trade Automated Interface Requirements


	通関概要


	本章は通関概要の処理、変更、及び照会に関連するﾚｺｰﾄﾞを提供する。


ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ処理










ENS‑5
通関概要の入力及び出力ﾚｺｰﾄﾞの簡単な説明。 

取引明細書の削除ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ








ENS‑7
申告者が納税申告の支払い手段を変更できるようにするﾚｺｰﾄﾞの説明。
電子的な拒否/要請










ENS‑7
CBPにより拒否された電子納税申告に関する出力ﾚｺｰﾄﾞ。
一括申告











ENS‑7
輸入者保安申告情報(ISF-10) 








ENS‑8
統一通関申告（(ISF)申告と納税申告入力(EI)の一本化）ﾙｰﾌﾟ定義



ENS‑10
ﾚｺｰﾄﾞの説明
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10 (入力)








ENS‑13
更新ｱｸｼｮﾝに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 20 (入力)








ENS‑19
当該貨物の移送及び通関業者の整理番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 21 (入力)








ENS-23
新規の単発通関担保ﾃﾞｰﾀの要件についての条件付入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22 (入力)








ENS‑24
積荷目録及び保税運送ﾃﾞｰﾀに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 30 (入力)








ENS‑29
納税・引渡し申告認証及び支払い種別に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 32 (入力)








ENS‑37
統合された納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝに対する引取申告に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 34 (入力)








ENS‑40
通関申告時払いの利用者手数料に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 35 (入力)








ENS‑42
ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止及び/又は相殺関税に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰ制御ﾚｺｰﾄﾞ 
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 40 (入力)








ENS‑44
 輸入価格、ﾀﾞﾝﾟﾝｸﾞ防止/相殺関税従量制供託金額、送り状の区切り符号、地域内商品の資格、特権的資格出願日、及び輸入港までの運賃等に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 42 (入力)








ENS‑47
供給者/ｲﾝﾎﾞｲｻｰ・識別(ID)符号、送り状番号、及び始めと終わりの送り状行番号に関連する納
税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付単位品目の入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 43 (入力)








ENS‑49
事前判定番号及び商品説明に関するﾃﾞｰﾀを提供する条件付単位品目の入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 50 (入力)








ENS‑51
一番目の関税率表税目番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 51 (入力)








ENS‑55
特定の繊維及び繊維製品に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 52 (入力)








ENS-58
特定の原産国、輸出国、関税率表番号、又はこれらのいずれかの組合せのいずれかに基づき、必要に応じて、認証標識若しくは証明書番号を提供するための条件付の明細項目ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 57 (入力)








ENS‑61
ｶﾅﾀﾞの物品税申告番号を提供する任意の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 60 (入力)








ENS‑62
相殺及びﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税、製造者符号、内国歳入庁(IRS)税に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供
する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 62 (入力)








ENS‑64
利用者手数料に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 70 (入力)








ENS‑66
２番目の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子80 (入力)








ENS‑68
３番目の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ 

ﾚｺｰﾄﾞの識別子81 (入力)








ENS‑70
４個以上の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 89 (入力)








ENS‑72
各税･料金総額に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを集計する条件付の明細項目管理入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 90 (入力)








ENS‑74
関税、税金、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止又は相殺関税のそれぞれ小計 、及び該納税申告の総額に関する納税
申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目管理入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H (入力)









ENS‑76
地区/通関地符号、通関申告者略号、申告番号、支払い方法［種別］標識、仮取引明細書
印刷日付、及び(CBP)顧客部門指定に関するﾃﾞｰﾀを提供する任意の入力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H1 (出力)








ENS‑78
地区/通関地符号、通関申告者略号、申告番号、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ、認証状態ｺｰﾄﾞ、支払い種別標識、
仮取引明細書印刷日付、通関業者整理番号、及び顧客部門の指定に関するﾃﾞｰﾀを提供する
必須の出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞ

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H2 (出力)








ENS‑80
納税申告が（支払い方法変更のため）未払い仮取引明細書から削除される場合に戻される条件付の明細書削除出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF10 (入力)








ENS‑81
そのISF提出が関連しているISF輸入者番号を提供する必須のﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF20 (入力)








ENS‑84
参照ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF25 (入力)








ENS‑85
各コンテナ毎に情報を報告するために使用される任意の入力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF30 (入力)








ENS‑86
報告中の営利企業・団体を特定する必須のﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF31 (入力)








ENS‑89
営利企業・団体の副次的［補助的］名称を提供する任意のﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF35 (入力)








ENS‑90
番地、通りの名前及び、例えば部屋/階の番号と建屋名等の、追加の住所指定情報を報告
するために使用される条件付ﾚｺｰﾄﾞ 

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF36 (入力)








ENS‑81
都市、（米国の）州/（その他の国の）州、郵便番号及び国に関する地理的ﾃﾞｰﾀを報告
するために使用される条件付ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF90 (出力)








ENS‑92
受理/拒否情報を、ISF-10又はISF-5 ﾃﾞｰﾀｾｯﾄを提出した企業･団体に提供するために使用
される必須の出力レコード
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U1 (出力)








ENS‑93
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告がCBPにより拒絶されているかどうか、又は（未だﾌｧｲﾙ
されていない場合）電子送り状ﾃﾞｰﾀを送信するよう要請しているかどうか、を識別する必須
の電子的な納税申告の要請/拒絶ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U3 (出力)








ENS‑94
ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告の拒絶理由を提供する条件付の電子的な納税申告の要請/拒絶
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U4 (出力)








ENS‑95
続きのｺﾒﾝﾄを提供する条件付の電子的な納税申告の要請/拒絶ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EA (出力)








ENS‑96
当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EB (出力)








ENS‑97
当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EC (出力)








ENS‑98
貨物引渡し処理用の納税申告ﾃﾞｰﾀの認証要請をｴﾗｰありで受け取った場合に、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを
提供する条件付の出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 E0 (出力)








ENS‑99
納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが、ｴﾗｰなしである、納税申告ﾃﾞｰﾀにより保証される又は貨物引渡し処理用
として認証される場合のﾒｯｾｰｼﾞを提供する任意の出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EXX (出力)








ENS‑101
10から90までのﾚｺｰﾄﾞの識別子が編集基準を満たさない場合に、説明的ﾒｯｾｰｼﾞを提供する
条件付の出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EY (出力)








ENS‑103
当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾌﾞﾛｯｸ制御後書き出力ﾚｺｰﾄﾞ
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EZ (出力)








ENS‑104
当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書き出力ﾚｺｰﾄﾞ
通関概要
本章で提示されるのは、納税申告の入出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞ及び改訂入出力ﾚｺｰﾄﾞの申告に関する納税申告の支払い種別/日付更新/認証である。
「注」：通関申告(CBPF-3461)がABIなら、その納税申告もまたABIでなければならない。
ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ処理
一つ以上の納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝを合衆国・税関国境警備局(CBP)ﾃﾞｰﾀｰｾﾝﾀｰに送信できる。納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは、ﾍｯﾀﾞｰ、明細項目及び明細項目管理情報を含む少なくとも５個の必須ﾚｺｰﾄﾞから成る。一定の条件が存在する場合にﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝに含まれる、17個の追加の納税申告ﾚｺｰﾄﾞがある。当該ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝを構成する納税申告ﾚｺｰﾄﾞは、必要に応じて繰り返される一定のﾚｺｰﾄﾞ･ｾｸﾞﾒﾝﾄ（例えば、ﾚｺｰﾄﾞの識別子40から81まで）と共にﾚｺｰﾄﾞの識別子の昇順に、CBPﾃﾞｰﾀｰｾﾝﾀｰへ送信されなければならない。
その他政府機関の要件は納税申告 ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ処理の一環である。その他政府機関の要件に関する追加情報については、本刊行物のその他政府機関の章を参照のこと。
納税申告出力ﾚｺｰﾄﾞは参加者に、CBPﾃﾞｰﾀｰｾﾝﾀｰへの納税申告ﾃﾞｰﾀ送信がｴﾗｰを含んでいたかそれともｴﾗｰなしであったかを示すﾒｯｾｰｼﾞを提供する。
ｴﾗｰありで受信された納税申告ﾃﾞｰﾀ送信へのﾒｯｾｰｼのみを受取るために、CBP相談窓口担当官と特別な取り決めをすることができる。
出力ﾚｺｰﾄﾞはﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成、納税申告処理結果、及び貨物引渡しの認証に関するﾒｯｾｰｼﾞを提供する。まず第一にﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成が検証される。その構成は該ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子A）、該ﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）、該ﾌﾞﾛｯｸ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y）、及び該ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Z）から成る。自動通商システム(ACS)編集がその構成に誤りを特定するなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞが生じて納税申告処理が終了する。
最初の構成検証の後に、ﾌﾞﾛｯｸ制御後書きﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子Y）に含まれるﾃﾞｰﾀ（ﾚｺｰﾄﾞの総数、関税総額、及び税金総額）はACSｼｽﾃﾑが生成する検証ﾃﾞｰﾀと比較される。そのﾃﾞｰﾀが一致しないなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞが生じて納税申告処理が終了する。
ACSには、ﾃﾞｰﾀ要素の正確性を検証するための編集が含まれる。編集には、納税申告処理を終わらせるものと、そうでないものがある。納税申告に索引を付けるために使用されるﾃﾞｰﾀ要素（例えば、地区/通関地符号、申告番号、申告者）が間違っているなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞが生じてまさにその納税申告の納税申告処理が終了する。残りの（ｴﾗｰなし）納税申告ﾃﾞｰﾀであって、同じB-Yﾃﾞｰﾀﾌﾞﾛｯｸでｴﾗｰなしのものは拒否されない。これ以外のACS編集はｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ（警告）をもたらすにもかかわらず、納税申告処理は継続する。
納税申告中の申告者は、ﾚｺｰﾄﾞの識別子30に貨物引渡し（申告）認証ｺｰﾄﾞ"1"を挿入することにより、貨物引渡し用として納税申告ﾃﾞｰﾀを保証することができる。何故ならば納税申告処理と貨物引渡し認証とは同一編集の対象にならないのだから、貨物引渡しが拒否されない限り、納税申告をｴﾗｰなしで受信することもあり得る。
入力： ﾚｺｰﾄﾞの識別子10, 20, 40, 50,及び90は必須の納税申告入力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子21, 22, 30, 32, 34, 35, 42, 43, 51, 52, 60, 62, 70, 80, 81,及び89 は条件付入力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子57は任意である。
納税申告入力ﾚｺｰﾄﾞはﾍｯﾀﾞｰか明細項目か明細項目管理情報を提供する。ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10, 20, 21, 22, 30, 32, 34, 及び35はﾍｯﾀﾞｰ情報を提供する。ﾚｺｰﾄﾞの識別子40, 42, 43, 50, 51, 52, 57, 60, 62, 70, 80,及び81は明細項目情報を提供する。ﾚｺｰﾄﾞの識別子89 及び90は明細別合計額（複数）を提供する。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子40及び50がCBP様式(CBPF)7501（納税申告）の各明細項目毎に要求される。明細項目ﾃﾞｰﾀに該当情報が含まれる場合に限りﾚｺｰﾄﾞの識別子51, 52, 57, 60, 62, 70, 80, 及び81が要求される。
「注」：もし、その他政府機関のﾚｺｰﾄﾞが必要なら、それらﾚｺｰﾄﾞは50, 70, 80 か 81 納税申告ﾚｺｰﾄﾞの (何れか該当するものの)後に続ける。その他政府機関の要件に関する追加情報については、本資料のその他政府機関の章を参照のこと。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B上の適用業務識別子はEIである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子Bに関する追加情報については、本刊行物の業務処理統制(APL)の章を参照のこと。
出力：ﾚｺｰﾄﾞの識別子EOは任意の納税申告用出力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子EC及びEXXは条件付の納税申告用出力ﾚｺｰﾄﾞである。
その他政府機関の要件の現状を取得するための出力ﾚｺｰﾄﾞは、貨物引渡し（章）のR6ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子R6に関する追加情報については、本刊行物の貨物引渡し章を参照のこと。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B上の適用業務識別子はERである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子Bに関する追加情報については、本刊行物の業務処理統制(APL)の章を参照のこと。 

取引明細書の削除ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ
取引明細書の削除ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは申告者に、納税申告の支払い方法を一回払いから取引明細書による支払いに変更することを許し、又は未払いの仮取引明細書から納税申告を削除することを許可する。仮取引明細書が発行された後、それによって支払い種別標識及び仮取引明細書印刷日付を変更できるようにする。
入力： ﾚｺｰﾄﾞの識別子H は任意の入力ﾚｺｰﾄﾞである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B上の適用業務識別子はHPである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子Bに関する追加情報については、本刊行物の業務処理統制(APL)の章を参照のこと。
出力：ﾚｺｰﾄﾞの識別子H1は必須の出力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子H2は未払い金総額の変更を提供する条件付の出力ﾚｺｰﾄﾞである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B上の適用業務識別子はHTである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子Bに関する追加情報については、本刊行物の業務処理統制(APL)の章を参照のこと。
電子的な拒絶/要請 

電子的な拒絶/（ｲﾝﾎﾞｲｽ）要請ﾚｺｰﾄﾞは、電子納税申告がCBPにより（関税徴収、若しくは輸入許可後）拒絶されている場合、又は電子送り状がCBPにより要求され、それらが未だ送信されていない場合に出力される。
入力：入力ﾚｺｰﾄﾞはない。
出力：ﾚｺｰﾄﾞの識別子U1は、拒絶又は送り状要求のいずれかのｱｸｼｮﾝを特定する、AII/EDIFACT納税申告に関連する必須の出力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子U3及びU4は、適宜、その拒絶理由を提供する条件付出力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子EA及びEBは条件付出力制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子EY及びEZは条件付制御後書きﾚｺｰﾄﾞである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子B上の適用業務識別子はUSである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子Bに関する追加情報については、本刊行物の業務処理統制(APL)の章を参照のこと。
一括申告
最後の納税申告ﾃﾞｰﾀﾚｺｰﾄﾞ、即ち、（納税申告EI）90ﾚｺｰﾄﾞ又は、納税申告の削除が要請される場合の（納税申告 EI）10ﾚｺｰﾄﾞ、の直後に適切なISFﾚｺｰﾄﾞを挿入することにより、輸入者保安申告(ISF)をどんな納税申告の提出にも添えることができる。
輸入者保安申告情報 (ISF-10)

1.
製造者の名称及び住所
2.
販売者の名称及び住所
3.
購入者の名称及び住所
4.
出荷先の名称及び住所
5.
コンテナ詰めの予定場所
6.
混載業者の名称及び住所
次のISFﾃﾞｰﾀ要素が必要になるが、しかし、これらは全ての申告種類について所要の納税申告ﾃﾞｰﾀから抜粋されることになっているのだから、SF10からSF36までのﾚｺｰﾄﾞでは報告されない。
7.
登録輸入者
8.
荷受人識別番号*

9.
原産国 

10.
実行関税率表
* もし、その積荷と関連する荷受人がただ一人なら、（納税申告EI）10ﾚｺｰﾄﾞで報告される荷受人番号は輸入者保安申告(ISF)用途にも充分足りる。もし、複数の荷受人が含まれるなら、追加の荷受人番号をSF30ﾚｺｰﾄﾞで報告すること。
先に受理された輸入者保安申告(ISF)を削除するためには、SN出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ(SF90)で予め提供されたISF取引番号を含む、唯一SF10ﾚｺｰﾄﾞが要求される。その他全てのﾚｺｰﾄﾞについて、必須/条件付状態が指示されているものは（Correctを除き）"Add"又は"Replace"ｱｸｼｮﾝに限り適用される。
納税申告ﾃﾞｰﾀに添えられる輸入者保安申告(ISF)に対する応答は納税申告応答とは別個に出される。出力の適用業務（識別子）はSNであり、その納税申告の提出について、１つのSN出力ｾｯﾄが返される。
通則
未使用の数値ﾌｨｰﾙﾄﾞをｾﾞﾛで埋めてはならない。これらのﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない、そうでなければﾃﾞｰﾀｴﾗｰが生ずることもある。
ﾃﾞｰﾀをﾌｨﾗｰ･ﾌｨｰﾙﾄﾞに入れてはならない。もし、ﾃﾞｰﾀがﾌｨﾗｰ･ﾌｨｰﾙﾄﾞにあるなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞがｼｽﾃﾑ生成されるものとする。
ﾃﾞｰﾀを送信する場合、全ての文字を必ず大文字にする。ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝによっては、小文字の文字を検出した場合に特定のｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを返せないものがある限り、CBPは小文字で送信されたﾃﾞｰﾀの処理結果の整合性を保証することができない。
データ要素
ﾃﾞｰﾀ要素の記述子は次の如く定義される：
ｺｰﾄﾞ
説明
A
そのデータ要素はアルファベット［英字］のみである。
AN
そのデータ要素は英数字のみである。
C
そのデータ要素は 特殊文字（制御文字等）である。
N
そのデータ要素は数字のみである。
X 
そのデータ要素は 英数字又は特殊文字である。
全てのﾃﾞｰﾀ要素は固定長形式である。もし、全桁が埋められないならその書式設定規則は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
A
左寄せ空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
AN
左寄せ空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
C
左寄せ空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
N
右寄せ０［ｾﾞﾛ］埋め。
X
左寄せ空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
「注」： もし、ﾌｨｰﾙﾄﾞに挿入するﾃﾞｰﾀがないなら、空白埋め。 

統一通関申告（(ISF)申告と納税申告入力(EI)の一本化）ﾙｰﾌﾟ定義
	ﾚｺｰﾄﾞの　識別子
	説明
	必要条件
	最大　　　出現回数
	 
	
	
	

	 
	（納税申告ﾍｯﾀﾞｰ分類）
	 
	 
	 
	 
	
	

	10 (入力)
	更新ｱｸｼｮﾝに関するﾃﾞｰﾀを提供する。登録輸入者はここで報告し、SF10ﾚｺｰﾄﾞではしない。最終荷受人がただ一人なら、ここで(10)報告し、SF30ﾚｺｰﾄﾞでしてはならない。最終荷受人が複数なら、SF30ﾚｺｰﾄﾞで報告すること。
	M
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	20 (入力)
	貨物の移送及び通関業者の整理番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	M
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	21 (入力)
	新規の単発通関担保ﾃﾞｰﾀの要件についてのﾚｺｰﾄﾞ。
	C
	1
	
	
	
	

	
	（貨物搭載目録分類）
	
	
	
	
	
	

	22 (入力)
	積荷目録及び保税運送ﾃﾞｰﾀに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ﾊｳｽ及びﾏｽﾀｰ証券番号と証券の発行者はここで報告され、それぞれSF15（番号）とSF20（氏名）ﾚｺｰﾄﾞでは報告されない。
	C
	999
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	30 (入力)
	納税申告認証、引渡し認証及び支払いに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	（統合された引取り分類）
	
	
	
	
	
	

	32 (入力)
	統合された納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝに対する引取申告に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	999
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	34 (入力)
	通関申告時払いの利用者手数料に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	35 (入力)
	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止及び/又は相殺関税に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	（納税申告の単位品目分類）
	
	
	
	
	
	

	40 (入力)
	輸入価格、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止/相殺関税・従量制供託金額、送り状の区切り符号、地域内商品の資格、特権的資格出願日、及び輸入港までの運賃等 (CHGS)に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ここ(40)で原産国を報告しSF40ﾚｺｰﾄﾞではしない。
	M
	1
	
	
	
	998


	ﾚｺｰﾄﾞの　識別子
	説明
	必要条件
	最大　　　出現回数
	 
	
	
	

	
	I
	
	
	
	
	
	

	42 (入力)
	供給者/ｲﾝﾎﾞｲｻｰ識別(ID)符号、ｲﾝﾎﾞｲｽ番号、及び始めと終わりのｲﾝﾎﾞｲｽ行番号に関連する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	999
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	43 (入力)
	事前判定番号及び商品説明に関するﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	999
	
	
	
	

	
	（関税率表分類）
	
	
	
	
	
	

	50 (入力)
	一番目の関税率表税目番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ここ(50)で関税率表番号(HTS)を報告しSF40ﾚｺｰﾄﾞではしない。追加の関税率表番号はﾚｺｰﾄﾞ70,80,81で報告できる。
	M
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	51 (入力)
	特定の繊維及び繊維製品に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	（ADD/CVD事件分類）
	
	
	
	
	
	

	52 (入力)
	特定の原産国、輸出国、関税率表番号、又はそれらの組合せのいずれかに基づき、必要に応じて、認証標識若しくは証明書番号を提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	57 (入力)
	ｶﾅﾀﾞの物品税申告番号を提供する。
	O
	NOT USED
	
	
	
	

	
	I
	
	
	
	
	
	

	60 (入力)
	相殺及びﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税、製造者（識別）コード、並びに内国歳入庁(IRS)税に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。各製造者について、MID（製造者／供給者の符号）がSF30ﾚｺｰﾄﾞで繰返される。
	C
	1
	
	
	
	

	
	（取扱商品の利用者手数料分類）
	
	
	
	
	
	

	62 (入力)
	利用者手数料に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	3
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	70 (入力)
	２番目の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ここ(70)で関税率表番号(HTS)を報告しSF40ﾚｺｰﾄﾞではしない。
	C
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	80 (入力)
	３番目の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ここ(80)で関税率表番号(HTS)を報告しSF40ﾚｺｰﾄﾞではしない。
	C
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	81 (入力)
	４個（目）以上の関税率表番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。ここ(81)で関税率表番号(HTS)を報告しSF40ﾚｺｰﾄﾞではしない。
	C
	5
	
	
	
	

	
	（手数料総計分類）
	
	
	
	
	
	

	89 (入力)
	各税･料金総額に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを集計する。
	C
	4
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	90 (入力)
	関税、税金、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止又は相殺関税のそれぞれ小計、及び該納税申告の総額に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する。
	M
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	H (入力)
	地区/通関地符号、通関申告者略号、申告番号、支払い方法［種別］標識、仮取引明細書印刷日付、及び(CBP)顧客部門指定に関するﾃﾞｰﾀを提供する。
	O
	1
	
	
	
	

	
	（ISF分類）
	
	
	
	
	
	

	SF10      (入力)
	ISFﾍｯﾀﾞｰ情報を提供する。
	M
	1
	 
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	SF20      (入力)
	参照ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	SF25      (入力)
	ｺﾝﾃﾅ情報を提供する。
	O
	999
	 
	
	
	

	
	（企業・団体分類）
	
	
	
	
	
	

	SF30      (入力)
	その身元を報告中の営利企業・団体の種類を識別する。
	M
	1
	 
	 
	
	

	SF31      (入力)
	（企業・団体の）副次的名称を提供する。
	O
	1
	
	
	
	

	SF35      (入力)
	番地、通りの名前及び、任意の部屋/階の番号と建屋名から成る住所指定情報を提供する。
	C
	3
	 
	 
	999
	

	SF36      (入力)
	都市、（米国の）州/（その他の国の）州、郵便番号及び国に関する地理的ﾃﾞｰﾀを提供する。
	C
	1
	 
	 
	
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10 (入力)
これは更新ｱｸｼｮﾝのｺｰﾄﾞ、通関申告をする地区/通関地、登録輸入者番号、最終荷受人、CBP様式(CBPF) 4811照会先番号、実通関申告標識、不足資料ｺｰﾄﾞ、担保の種類, 輸入申告予定日、 電子送り状標識、通関申告者略号、申告番号、申告種類、保証人ｺｰﾄﾞ、その他政府機関(OGA)のｺｰﾄﾞ、仕向地州、及びOGA （指定）品目の即時引渡し標識に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に10に等しくなければならない。
	

	更新ｱｸｼｮﾝのｺｰﾄﾞ
	1A
	3
	M
	取るべきｱｸｼｮﾝを表すｺｰﾄﾞ。
	1

	通関申告をする地区/通関地
	4N
	4‑7
	M
	当該物品が申告それとも即時引取り許可に基き通関された地区/通関地を表す符号。一般に、地区符号はﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）に含まれる地区符号と同一である（但し、公認の地区横断処理の場合を除く）、しかしながら、通関地符号は異なることがある。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	登録輸入者番号
	12X
	8‑19
	C
	登録輸入者を表す符号。この符号はﾚｺｰﾄﾞの削除にこの10ﾚｺｰﾄﾞを使用する場合には任意である。
	2

	最終荷受人番号
	12X
	20‑31
	C
	最終荷受人を表すｺｰﾄﾞ。最終荷受人が登録輸入者と同一の場合、登録輸入者番号を入力すること。これが統合された納税申告であって、複数の荷受人がある場合、３つの許容可能な書式の１つにゼロを入力（しSF30で報告）すること。引取り/納税申告ﾃﾞｰﾀが貨物引渡し処理用として認証されている場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	2

	CBPF-4811照会先番号
	12X
	32‑43
	O
	CBPに提出される特別住所届、CBP様式(CBPF)4811に含まれる照会先番号。CBPF-4811照会先番号がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	2

	実通関申告標識
	1N
	44
	C
	引取/納税申告［実通関申告］が提出されることになっているかどうかを示すｺｰﾄﾞ。引取/納税申告が提出されることになっているなら、１を入力し、そうでなければ空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	不足資料ｺｰﾄﾞ
	4AN
	45‑48
	C
	資料が不足していることを示すために入力される最大２個までの２桁の英数字ｺｰﾄﾞ。有効な不足資料ｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Bに掲載されている。その不足資料が補遺Bに掲載されていないなら、98を入力すること。３つ以上の資料が不足しているなら、最初の２桁に２桁ｺｰﾄﾞをそして最後の２桁に99を入力すること。
	

	担保の種類
	1N
	49
	C
	有効な担保の種類を表すコード。有効な担保の種類コードは：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0=担保不要

8=根［継続］担保　  　　　　　　　　9=単独取引担保
補遺Ｂは申告種類毎に有効な担保の種類に関する表を提示する。
	

	輸入申告予定日
	6N
	50‑55
	C
	輸入申告予定日を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。この日付は即時輸送(IT)日付又は申告日がない場合に、非割当貨物の関税を計算するために使用される。申告日がなければこの輸入申告予定日が、割当品目通関の関税、利用者手数料を計算するため、及び担保検証を実行するために使用される。この日付は申告種類 31, 32, 34, 及び 38について必須である。
	3

	電子送り状標識
	1A
	56
	C
	その納税申告が自動送り状ｼｽﾃﾑ(AII)ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの一部かどうかを示すｺｰﾄﾞ。そうなら、Ｅを入力し、そうでなければ空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	フィラー
	2AN
	57‑58
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	通関申告者略号
	3AN
	59‑61
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号

	9AN
	62‑70
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	申告種類

	2N
	71‑72
	M
	その申告種類を識別するｺｰﾄﾞ。有効な申告種類ｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	4

	保証人ｺｰﾄﾞ
	3N
	73‑75
	C
	当該輸入の債務補償範囲を規定する保証会社を識別するｺｰﾄﾞ。もし、保証人ｺｰﾄﾞが990-997 又は 999なら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ 「その申告種類の保証人は無効です」がｼｽﾃﾑ生成される。
	

	その他の政府機関(OGA)のｺｰﾄﾞ
	1AN
	76
	C
	将来使うためのもの。空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	フィラー
	1AN
	77
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	仕向地州
	2A
	78‑79
	C
	仕向地州を表す合衆国郵政公社により割当てられた州ｺｰﾄﾞ。申告種類が11（略式通関申告；無税及び有税）の場合、このｺｰﾄﾞは要求されない。
	

	OGA（指定）品目の即時引渡し標識
	1N
	80
	O
	本輸入申告に関するOGA（その他の政府機関）商品が国境の通関地で（指定）品目の即時引渡し（制度）により処理されることを示すために“1”を書き入れる。NCAP/FASTを介して引き渡される申告について、OGA報告は手続き中であることを示すために“2”を書き入れること。そうでなければ、空白のままにしておく。
	


「注
1」 

有効な更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは：
ｺｰﾄﾞ

説明
A

納税申告ﾃﾞｰﾀを追加する
C

拒否された納税申告ﾃﾞｰﾀを修正する
D

納税申告ﾃﾞｰﾀを削除する
R

納税申告ﾃﾞｰﾀを取り替える
Aと言う更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは新しい納税申告ﾃﾞｰﾀを追加するため、又は前もってACSに付加されている納税申告ﾃﾞｰﾀを更新するために使用される。
もし、更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞがＡ（追加）で、その納税申告ﾃﾞｰﾀがまだACSにないなら、そのﾃﾞｰﾀが追加される。もし、更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞがＡで、その納税申告ﾃﾞｰﾀが予めACSに記入されているなら、新しいﾃﾞｰﾀの通関業者（社内）整理番号が予め記入されたﾃﾞｰﾀの通関業者（社内）整理番号と等しい時はいつでも、新しいﾃﾞｰﾀが予め記入されたﾃﾞｰﾀに取って代わる。もし、通関業者（社内）整理番号が一致しなければ、その追加ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが拒否される。もし、追加ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞが置換（ｺｰﾄﾞ）として使用中で、かつ、新しいﾃﾞｰﾀか予め記入されたﾃﾞｰﾀのどちらかの通関業者（社内）整理番号が空白、又は両方とも空白なら、置換（ｺｰﾄﾞ）として使用中の追加ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは拒否される。
「注
1 – 続き」
 Ａ (追加；置換として使用した場合), R (置換), 及び D (削除) の更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは、納税申告ﾃﾞｰﾀが予めACSに入力されているが、CBPにまだ正式に提出されていないか又は受理されていない場合に限り使用できる。取引明細書による通関申告を、仮取引明細書印刷日付の前夜のCBP終了時処理まで、再追加、置換、又は削除することができる。
Ｒ（置換）更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは予めACSに記入されたﾚｺｰﾄﾞを取り替える。通関業者整理番号による検証は行われない。 

申告番号が一致すれば、そのﾃﾞｰﾀは置き換えられる。
C （修正）更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは、納税申告がCBPに提出され後に、誤りのあることが分かりその後に拒否された予め送信済みのﾃﾞｰﾀを修正する。自動輸入割当ｼｽﾃﾑにより処理される納税申告は、その届出割当商品が（通常CBP本部・割当部により）その割当ｼｽﾃﾑから削除されるまで、修正できない。 

A, C, 及び R は、Aが置換として使用される場合に、通関業者整理番号は本「注1」の第１段落で述べられた通り一致しなければならないと言うことを除き、取り替えても同じように機能する。
D（削除）更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞは予めACSに入力されたﾚｺｰﾄﾞを削除する。ﾚｺｰﾄﾞの識別子10はﾚｺｰﾄﾞを削除するために必要な唯一のﾚｺｰﾄﾞであり、必須のﾃﾞｰﾀ要素は制御識別子 (10)、更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞ(D)、通関申告をする地区/通関地符号、申告者略号、申告番号、及び申告種類だけである。
「注」： もし、納税申告ﾃﾞｰﾀがﾚｺｰﾄﾞの識別子30で貨物引渡し処理用として認証されるなら、それなら貨物引渡しﾃﾞｰﾀが別個のACSﾌｧｲﾙに保存される。ﾚｺｰﾄﾞの識別子10のD（削除）更新ｱｸｼｮﾝはACSからの納税申告ﾃﾞｰﾀの削除を齎すが、貨物引渡しﾃﾞｰﾀを含む別個のACSﾌｧｲﾙに影響を及ぼさない。かの（保存）ﾌｧｲﾙが削除できるのは、CBPの貨物引渡し処理が行われておらず、その上唯一ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H1のD（削除）更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞの使用による場合に限られる。ﾚｺｰﾄﾞの識別子H1に関する追加情報については、本刊行物の貨物引渡しの章を参照のこと。
「注
2」 

登録輸入者番号、最終荷受人、及び(CBPF)4811（特別住所届の）照会番号（CBP通知送付先）の有効な書式は次の通り：
ｺｰﾄﾞ



説明
NN‑NNNNNNNXX

内国歳入庁 (IRS) 番号
YYDDPP‑NNNNN

CBP割当て番号
NNN‑NN‑NNNN

社会保障番号
「注
2 – 続き」
これらの符号において、N=数字、X=英数字、YY=その番号が割当てられた時点の暦年の最後の２桁、及びDDPP=その番号が割当てられた場所の地区/通関地符号。
登録輸入者番号が内国歳入庁(IRS)形式であってその最後の2桁が空白［ｽﾍﾟｰｽ］なら、ACSはﾌｧｲﾙ検索の引数がCBP輸入者ﾌｧｲﾙに合わせられるように空白［ｽﾍﾟｰｽ］をｾﾞﾛに変換する。ACSの出力ﾃﾞｰﾀは、２個の空白[ｽﾍﾟｰｽ]が入力されていた場合、登録輸入者番号の最後の２桁をｾﾞﾛと表示するものとする。
古いCBP割当番号 (NNNN-NNNNN)の使用期限は１９９２年７月１日に切れた。古い形式の輸入者番号は全て無効状態に置かれることになる。
「注
3」
非割当品目の通関申告について、関税/手数料の妥当性確認（MPF及びHMFを除く）目的の既定の日付は次の順序で決定される：
日付





出所
IT 日付




ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22

輸入申告日




CBPにより決定される
輸入申告予定日


　　　ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10
貨物引渡し日 



CBPにより決定される
仮取引明細書印刷日付　　

ﾚｺｰﾄﾞの識別子30

到着予定日


　　　　　　ﾚｺｰﾄﾞの識別子20 及び H1

システム日付



ACS処理日
もし、到着予定日がｼｽﾃﾑ処理日より前なら、その到着予定日は無視され、このｼｽﾃﾑ日付が関税/手数料の妥当性確認目的のために使用される。
割当品目の通関申告及び保税倉庫引取りに関する、関税、税金及び手数料計算（HMFを除く）について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
MPF（商業貨物税関使用料）算定について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
HMF（港湾維持料）算定について、輸入日付（ﾚｺｰﾄﾞの識別子20）の有効なﾚｰﾄが使用される。
「注
4」
もし、申告種類符号が23（一時的輸入税関担保）なら、次の関税率表番号のいずれか１つをﾚｺｰﾄﾞの識別子50（2番目の関税率表番号）で報告しなければならない。
9813.00.05

9813.00.40

9813.00.10

9813.00.45

9813.00.15

9813.00.50

9813.00.20

9813.00.55

9813.00.25

9813.00.60

9813.00.30

9813.00.70

9813.00.35

9813.00.75

類(chapter)１から99までの関連する実行関税率表番号がﾚｺｰﾄﾞの識別子70（２番目の関税率表番号）で報告されなければならない。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子20 (入力)
これは輸入貿易用の船舶ｺｰﾄﾞ、船舶名称、輸送方式(MOT)符号、陸揚げするための地区/通関地、輸入日付け、通関業者の整理番号、顧客部門の指定、航海/飛行便/ﾄﾘｯﾌﾟの計画番号、到着予定日、及び貨物の所在地符号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 20 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に20に等しくなければならない。
	

	輸入貿易用の船舶ｺｰﾄﾞ 
	5AN
	3‑7
	C
	運送業者により提供されるところの国勢調査局の輸入貿易用の船舶ｺｰﾄﾞを表すｺｰﾄﾞ。このｺｰﾄﾞは船荷証券に載っている。もし、輸入貿易用の船舶ｺｰﾄﾞがないなら、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	輸入貿易用の船舶名称
	20X
	8‑27
	C
	もし、輸送方式(MOT)が10（船舶、ｺﾝﾃﾅ以外）又は11（船舶､ｺﾝﾃﾅ）なら、船舶名称は必須である。もし、船舶名称及び船舶ｺｰﾄﾞの両方共入力されているなら、両方共受理される。もし、申告種類符号が06なら、最初の３文字はFTZで、その後に"001"から"300"までの範囲の数字が続かなければならない。この範囲外の数値は受け入れられない。最後の文字は英字(A-Z)又は数値(0-9)のどちらでもよい。 輸送方式(MOT)符号の説明については、本刊行物の補遺Bを参照のこと。
	

	輸送方式(MOT)符号
	2N
	28‑29
	C
	輸送方式を表す符号。この符号は、引取り/納税申告ﾃﾞｰﾀが正式通関申告であるか、又は貨物引渡し処理用として認証されている場合に、必須である。有効な輸送方式符号について、本刊行物の補遺Bを参照のこと。外国貿易地域から合衆国に入れる商品について、輸送方式を送信しないこと。
	

	陸揚げするための地区/通関地
	4N
	30‑33
	C
	陸揚げするCBPの地区/通関地を表す符号。船舶又は航空機以外の輸送手段で合衆国に到着する商品について、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。外国貿易地域(FTZ)から合衆国に到着する商品について、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	輸入日付け
	6N
	34‑39
	C
	荷降しした合衆国の最初の港での輸入日付けを表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。この日付は保税倉庫入れの申告種類、21, 22及び一時的輸入税関担保(TIB)の申告種類23には必須である。もし、申告にFTA調停要のﾌﾗｸﾞが付いているなら、それはまた申告種類01,02及び06にも必須である。
	

	通関業者の整理　番号
	9X
	40‑48
	O
	このﾌｨｰﾙﾄは利用者の便宜のために提供される。参加者により規定される任意のｺｰﾄﾞで、それはACS処理期間中ずっと編集され又は変更されない。それは、納税申告処理に関する利用者の内部ｼｽﾃﾑ管理のためのものである。通関業者の整理番号は、更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞAが予め入力された納税申告ﾃﾞｰﾀを取替えるために使用され、かつ、その番号が最初に送信されたところの通関業者の整理番号と正確に一致しなければならない場合には必須である。申告番号が予めACSへ送信された申告番号と一致する時、ACSはﾃﾞｰﾀを置換する。更新ｱｸｼｮﾝｺｰﾄﾞに関する追加情報について、ﾚｺｰﾄﾞの識別子10を参照のこと。
	

	顧客部門の指定
	2AN
	49‑50
	C
	申告者が別々の明細書を同一通関地符号内の個別部門に指定できるようにする略号。このﾌｨｰﾙﾄﾞは(ABI)取引明細書処理を利用する申告者には任意である。この略号は顧客部門の指定を利用する明細書の申告者には必須である。処理・地区/通関地符号、仮取引明細書印刷日付、支払い種別標識、及び顧客部門指定の略号が同一の納税申告は同じ取引明細書に載っている。このﾌｨｰﾙﾄﾞは書式の合ったものだけ処理される。通関地でこのﾌｨｰﾙﾄﾞを使用するには、CBPの相談窓口担当官との事前調整が必要である。
	

	フィラー
	10AN
	51‑60
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	航海/飛行便/ﾄﾘｯﾌﾟの計画番号
	5X
	61‑65
	C
	輸入運送業者の航海/ﾄﾘｯﾌﾟ/の計画番号は、輸送方式 (MOT) 符号が10又は11（船舶）,40又は41（空輸）なら必須である。もし、輸送方式符号が40又は41（空輸）なら、飛行便の番号を入力すること。もし、輸送方式符号が10又は11（船舶）なら、航海番号の全桁を入力すること（例えば、V311W）。将来、CBPと鉄道/ﾄﾗｯｸ（道路）運送業者の間に自動積荷目録ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽが確立された場合、このﾌｨｰﾙが義務付けられる。輸送方式符号の説明については、本刊行物の補遺Bを参照のこと。
	1

	到着予定日
	6N
	66‑71
	C
	通関手続き予定地に当該物品が到着する予定日を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。この日付は（貨物引渡しを）納税申告により保証する場合には必須である。
	2

	貨物の所在地
	4AN
	72‑75
	C
	このﾃﾞｰﾀ要素は、申告種類が06（外国貿易地域内消費）、21から38まで（保税倉庫区分）、01から07まで（納税申告（実通関申告を含む））、又は貨物引渡し処理用として認証されている（納税）申告には必須である。貨物の所在地ｺｰﾄﾞは施設情報源管理システム(FIRMS)コードで、それはCBPにより提供される。このｺｰﾄﾞは４桁の識別番号である。
	

	貿易協定の調停　標識
	1AN
	76
	O
	ｽﾍﾟｰｽ－貿易協定の調停は不要

1 = 19 USC 1520(d)による特定の適格貿易協定についての調停
	

	その他の調停標識
	3AN
	77-79
	O
	001 = 価格案件
002 = 分類案件
003 = 9802（修理/改造のために米国に返され　　　　る品物）案件
004 = 価格･分類案件
005 = 価格･ 9802案件
006 = 分類･ 9802案件
007 = 価格･分類･9802案件
ｽﾍﾟｰｽ = 調停不要
	

	フィラー
	1AN
	80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注
1」
運用中の航空貨物自動ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ(Air AMS)空港で（そこに到着する）運送業者の飛行便の有効な番号書式はNNN, NNNN, NNNA又はNNNNAである。これらの符号において、N=数字及びA=英字。
「注
 2」
非割当品目の通関申告について、関税/手数料の妥当性確認（MPF及びHMFを除く）目的の既定の日付は次の順序で決定される：
日付





出所
IT 日付




ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22

輸入申告日




CBPにより決定される
輸入申告予定日


　　　ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10
貨物引渡し日 



CBPにより決定される
仮取引明細書印刷日付　　

ﾚｺｰﾄﾞの識別子30

到着予定日


　　　　　　ﾚｺｰﾄﾞの識別子20 及び H1

システム日付



ACS処理日
もし、到着予定日がｼｽﾃﾑ処理日より前なら、その到着予定日は無視され、このｼｽﾃﾑ日付が関税/手数料の妥当性確認目的のために使用される。
割当品目の通関申告及び保税倉庫引取りに関する、関税、税金及び手数料計算（HMFを除く）について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
MPF（商業貨物税関使用料）算定について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
HMF（港湾維持料）算定について、輸入日付の有効なﾚｰﾄが使用される。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 21 (入力)

これは納税申告の担保の種類が"9" (STB)の場合に要求される条件付ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子21 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に21に等しくなければならない。
	

	担保総額
	10N
	3-12
	M
	ﾄﾞﾙ単位［整数ﾄﾞﾙ］の担保総額。
	

	保証ﾎﾞﾝﾄﾞ 仲介者のｱｶｳﾝﾄ番号
	10AN
	13-22
	M
	保証会社により特定の通関申告者［保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者］に割当てられた識別番号を言う。保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者のｱｶｳﾝﾄ番号は、保証人又はその保証人の代理者代表に対する、保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者の事務所を特定する唯一の識別子である。保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者が複数の事務所を持っている場合、及び２人以上の保証人/代理人、即ち、２箇所以上のそれらの事務所を利用する場合は特に区別する必要がある。保証人/代理人が請求書又は送り状を保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者の事務所に送付する場合、これがその書類に関するｱｶｳﾝﾄ番号である。この番号は概して前述の保証ﾎﾞﾝﾄﾞ仲介者のｼｽﾃﾑﾌﾟﾘﾝﾀｰにより各単独取引担保(STB)に印刷されているか、又はその証書に手作業でﾀｲﾌﾟされている。
	

	フィラー
	58AN
	23-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22 (入力)
これは積荷目録及び保税運送ﾃﾞｰﾀに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。
最下位の船荷証券番号に関連する数量が詳細に報告される。最下位の船荷証券番号はｻﾌﾞ･ﾊｳｽ船荷証券番号であり、その後（昇順）にﾊｳｽ船荷証券番号及びﾏｽﾀｰ船荷証券番号が続く。複数の船荷証券、航空貨物運送状(AWB)番号及び保税運送(IT)ﾃﾞｰﾀを報告するためには、追加の22ﾚｺｰﾄﾞを使用すること。例えば、３つのｻﾌﾞ･ﾊｳｽ船荷証券番号があるなら、３つの22ﾚｺｰﾄﾞがCBPﾃﾞｰﾀｰｾﾝﾀｰへ送信され、かつ、送信するたびに同じﾊｳｽ船荷証券番号及びﾏｽﾀｰ船荷証券番号が繰返される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に22に等しくなければならない。
	

	保税運送番号
	12AN
	3‑14
	C
	（IT（即時輸送）番号とも呼ばれる）その保税運送番号を表すｺｰﾄﾞ。左寄せすること。
	1

	ﾏｽﾀｰ船荷証券番号
	12AN
	15‑26
	C
	そのﾏｽﾀｰ船荷証券番号を表すｺｰﾄﾞ。左寄せすること。このｺｰﾄﾞは輸送方式(MOT)符号が10（船舶、コンテナ以外）、11（船舶、コンテナ）、20（鉄道、コンテナ以外）、21（鉄道、コンテナ）、40（空輸、コンテナ以外）又は41（空輸、コンテナ）の場合に必須であり、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。 輸送方式(MOT)符号の説明については、本刊行物の補遺Bを参照のこと。
	2

	ﾊｳｽ船荷証券番号


	12AN
	27‑38
	C
	そのﾊｳｽ船荷証券番号を表すｺｰﾄﾞ。左寄せすること。
	2

	ｻﾌﾞ･ﾊｳｽ船荷証券番号
	12AN
	39‑50
	C
	ｻﾌﾞ･ﾊｳｽ船荷証券番号を表すｺｰﾄﾞ。左寄せすること。
	2


	数量
	8N
	51‑58
	M
	保税運送(IT)、船荷証券(B/L)、自動積荷目録ｼｽﾃﾑ(AMS)ﾏｽﾀｰ保税運送番号、又はその航空貨物運送状(AWB)番号に関連する数量を表す数値。積荷の最も詳細な単位で報告される（即ち、最も小さい外装（荷物等の包み）単位）。
	3

	単位
	5X
	59‑63
	M
	その船荷証券(B/L)又は航空貨物運送状 (AWB)に表示されるところの測定単位を表す略語。その船荷証券又は航空貨物運送状と関連する複数の測定単位がある場合、PCS(個)と言う標準の汎用単位が受け入れられる；しかしながら、これは（必ずしも）具体的な関税率表番号に必要な測定単位に関係するものではない。
	

	即時運送(IT)日付
	6N
	64‑69
	C
	当該保税運送番号に関連するMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。複数の即時運送(ＩＴ)は、即時運送(ＩＴ)日付全てが同一の場合に限り、一つの納税申告に纏められる。
	

	ﾏｽﾀｰ船荷証券番号発行人ｺｰﾄﾞ

	4AN
	70‑73
	C
	実際にその船荷証券を発行した当事者の運送会社識別ｺｰﾄﾞ(SCAC)を表すｺｰﾄﾞ。証券の発行者を船舶運航者と混同してはならない。
	

	ﾊｳｽ証券番号発行人ｺｰﾄﾞ
	4AN
	74-77
	C
	自動化した海上/鉄道ﾊｳｽ 船荷証券を発行した当事者のSCAC（運送会社識別ｺｰﾄﾞ）を表すｺｰﾄﾞ。この当事者は自動化した（申告ｼｽﾃﾑを利用する）NVOCC又は自動化したﾏｽﾀｰ証券の発行者のどちらでもよい。ﾊｳｽ証券番号発行人ｺｰﾄﾞが輸送方式(MOT) 10,11,20,又は21について送信される時、前述のﾊｳｽ船荷証券（番号）も併せて要求される。申告種類"06"について、ﾊｳｽ証券番号発行人ｺｰﾄﾞを入力しないこと。
	

	フィラー
	3AN
	78‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注
1」
保税運送番号には３つの有効な書式がある。それらは次の通り：
CBP割当の即時運送(IT)番号：CBPF-7512E（CBPの検査及び許可を受けるべき物品の輸送通関申告並びに積荷目録）に表示されている標準的な即時運送番号は９桁の数字から成り、その最後の桁は算出されなければならない検査数字である。
検査数字の計算方法はﾓｼﾞｭﾛ７である。９桁のＩＴ番号について検査数字を決定するために、保税運送番号の最初の８桁を７で割り、その整数剰余が前述の検査数字になる。「注」：前述の検査数字は小数ではなく長除法に基く整数剰余である。

例えば、CBP割当のＩＴ番号82345678について検査数字は次の如く算出される；82345678/7 = 11763668 + 余り２。完結したＩＴ番号は823456782と報告される。
AMSのﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽﾏｽﾀｰ保税運送番号：AMS運送業者が、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽﾏｽﾀｰ保税運送制度の下で移動する貨物にこの番号を割当てる。その番号の最初の桁は定数である。２桁から１０桁までは英数字。最後の桁が検査数字であって、申告番号と同じやり方を用いて算定される。申告番号検査数字の計算に関する情報について、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
「注
1 - 続き」
航空貨物運送状番号：当該航空運送業者がその航空貨物運送状番号を割当てる。
この番号は11桁の数値ｺｰﾄﾞから成る。最初の３桁は航空運送業者を特定し、次の７桁は一連番号で最後の１桁が検査数字である。検査数字は上述のﾓｼﾞｭﾛ７法により算出される。
「注
2」
もし、輸送方式(MOT)符号が40又は41（航空機）なら、その航空貨物運送状番号が報告されなければならない。もし、輸送方式(MOT)符号が10又は11（船舶）なら、その船荷証券番号が報告されなければならない。
「注
3」
もし、伝送したものが記名式船荷証券又は航空貨物運送状用であれば、報告すべき数量はその船荷［貨物引換］証券数量である。もし、伝送したものがﾊｳｽ船荷証券又はﾊｳｽ航空貨物運送状用であれば、ﾏｽﾀｰ船荷証券及びﾊｳｽ証券の両方の番号が報告されるが、しかし、報告すべき唯一の数量はﾊｳｽ証券数量である。同様に、もしｻﾌﾞ［副次的］・ﾊｳｽ船荷証券を報告中なら、あらゆるﾚﾍﾞﾙの証券の番号が送信されるだろうが、しかし、唯一ｻﾌﾞ・ﾊｳｽ数量だけ送信されるとよいのだが。
以下に数量を報告する方法の具体例を示す：
実例Ａ：航空運送業者が、５通のﾊｳｽ航空貨物運送状(AWB) で移動中の、146個入りAWB (No.) 111-2345678を報告する。送信に際して要求されるﾃﾞｰﾀは次の通り：
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22
	ﾏｽﾀｰ証券番号
	ﾊｳｽ証券番号
	数量
	単位

	1
	11123456786
	08344401
	23
	CTNS

	2
	11123456786
	08344402
	37
	CTNS

	3
	11123456786
	08344403
	54
	CTNS

	4
	11123456786
	08344404
	12
	CTNS

	5
	11123456786
	08344405
	20
	CTNS


その運送業者は最も詳細なﾚﾍﾞﾙでの、ﾊｳｽ航空貨物運送状の数量を報告する。
例えば、ﾊｳｽ証券No.08344401の通関申告書を提出する通関業者Ｘは該ﾊｳｽ航空貨物運送状の数量を入力する。ﾏｽﾀｰ証券の積荷目録上の合計数量は報告されない。当該証券の最も詳細なﾚﾍﾞﾙ（この場合はﾊｳｽ証券ﾚﾍﾞﾙ）で入力された数量だけ報告される。
「注
3 - 続き」 

通関業者Ｙはﾊｳｽ証券No.08344402, 08344404,及び08344405（の下）で運送される貨物に適用する一つの通関申告書を提出する。３個の別々の22ﾚｺｰﾄﾞが必要である。それらは次の通り：
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子22
	ﾏｽﾀｰ証券番号
	ﾊｳｽ証券番号
	数量
	単位

	1
	11123456786
	08344402
	37
	CTNS

	2
	11123456786 
	08344404
	12
	CTNS

	3
	11123456786
	08344405
	20
	CTNS


                                                                                                              単位：CTNS （ｶｰﾄﾝ）
通関業者Ｚはﾊｳｽ証券No.08344403の二つの通関申告書を提出する。申告書１は30 PCS（個）用であり、申告書２は24個用である。２個の別々の22ﾚｺｰﾄﾞが必要である。それらは次の通り：
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子22
	ﾏｽﾀｰ証券番号
	ﾊｳｽ証券番号
	数量
	単位

	1
	1112346786
	08344403
	30
	PCS

	2
	1112346786
	08344403
	24
	PCS


二つの通関申告書の総量がそのﾊｳｽ証券の数量総計を超えてはならない。
実例B：航空運送業者はﾏｽﾀｰ証券No. 111-34567890に属する110個と引換える記名式船荷証券を受け取る。例えﾊｳｽ又はｻﾌﾞ･ﾊｳｽ証券が存在しないとしても、記名式船荷証券と言うものはﾏｽﾀｰ証券として届出される。１個の22ﾚｺｰﾄﾞが必要である。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子22
	ﾏｽﾀｰ証券番号
	ﾊｳｽ証券番号
	数量
	単位

	1
	11134567890
	N/A
	110
	PCS


                                                                                                              単位：PCS （個）
もし、複数の通関申告書が一つのﾏｽﾀｰ証券を対象にするなら、そのﾏｽﾀｰ証券番号と共に各申告書を報告すること。もし、複数のﾏｽﾀｰ証券番号が一つの通関申告書の対象となるなら、各ﾏｽﾀｰ証券番号毎に関連する数量を報告する。
「注
3 – 続き」 

実例C：この例では、納税申告書には２つの即時運送(IT)［保税運送］番号が含まれる。１番目のＩＴ番号は２つの船荷証券(B/L)に適用される。その船荷証券番号の内の１つは２つのｻﾌﾞ･ﾊｳｽ船荷証券に分解される。２番目のＩＴ番号は３つの船荷証券番号に適用され、いずれもﾏｽﾀｰ船荷証券と見なされる。納税申告ﾃﾞｰﾀを送信するために、６個の22ﾚｺｰﾄﾞが必要である。それらは次の通り：
	ﾚｺｰﾄﾞの    識別子　　２２
	即時運送No.
	船荷証券　 No.
	ﾊｳｽ証券 No.
	ｻﾌﾞ･ﾊｳｽ 　証券 No.
	数量
	測定単位(UOM)
	即時運 送(IT) 
日付

	1
	333242324
	HKGSAV001
	10
	1A
	10
	CTNS
	051295

	2
	333242324
	HKGSAV001
	10
	1B
	20
	CTNS
	051295

	3
	333242324
	HKGSAV002
	15
	
	5
	CTNS
	051295

	4
	333244446
	HKGSAV005
	
	
	45
	CTNS
	051295

	5
	333244446
	HKGSAV006
	
	
	50
	CTNS
	051295

	6
	333244446
	HKGSAV008
	
	
	48
	CTNS
	051295


ﾚｺｰﾄﾞの識別子30 (入力)　
これは（保税）倉庫入庫番号、通関業者番号又は通関申告者略号、地区/通関地符号、納税申告認証ｺｰﾄﾞ、引渡し（申告）認証ｺｰﾄﾞ、統合/略式・標識、指定された貨物検査・通関地、支払い種別標識、仮取引明細書印刷日付、ｷｬﾘｱｺｰﾄﾞ、及び集団［ﾁｰﾑ］番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 30 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に30に等しくなければならない。
	

	フィラー
	18AN
	3‑20
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	保税倉庫入庫申告の申告者略号
	3AN
	21‑23
	C
	関連する保税倉庫入庫申告の申告者略号を識別するｺｰﾄﾞ。申告種類符号が31, 32, 34, 又は38（保税倉庫引取り手続き）の場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	

	保税倉庫入庫申告番号
	8N
	24‑31
	C
	関連する保税倉庫入庫申告に割当てられた番号。申告種類符号が31, 32, 34, 又は38（保税倉庫引取り手続き）の場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	

	保税倉庫入庫申告の地区/通関地符号
	4N
	32‑35
	C
	関連する保税倉庫入庫申告をする地区/通関地符号。申告種類符号が31, 32, 34, 又は38（保税倉庫引取り手続き）の場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	

	最終保税倉庫（引出し）標識
	1N
	36
	C
	最終引出し状態であるかどうかを識別するｺｰﾄﾞ。申告種類符号が31, 32, 34, 又は38（保税倉庫引取り手続き）の場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。有効なｺｰﾄﾞは次の通り；
0 　最終ではない

1 　最終である
	

	納税申告認証ｺｰﾄﾞ

	1N
	37
	C
	この桁が１はﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ納税申告の電子署名に相当するものとしての役割を果たし、当該納税申告のﾍﾟｰﾊﾞｰﾚｽ（申告）資格を受け入れる申告者の意向を示す。そうでなければ、０（ｾﾞﾛ）を入力すること。AII（自動送り状ｼｽﾃﾑ）及びRLF（遠隔地申告）には認証が必須である。有効なｺｰﾄﾞは次の通り：
１　納税申告ﾃﾞｰﾀはﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ納税申告　処理用として認証されることになっている。

０　納税申告ﾃﾞｰﾀはﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ納税申告　処理用として認証されることになっていない。
　両方の（申告）認証ｺｰﾄﾞが今まで通り使用できるとはいえ、納税申告の選別の際にABIはもはやどちらのｺｰﾄﾞも必要としない。　そういうわけで、“0”が送信された場合、申告者はそれでもなお“ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ申告者はﾚｺｰﾄﾞを保存すべし”を受けるものとする。
	

	引渡し（申告）

認証ｺｰﾄﾞ
	1N
	38
	C
	引渡し（申告）認証を表すｺｰﾄﾞ。AII（自動送り状ｼｽﾃﾑ）及びRLF（遠隔地申告）には認証が必須である。
	1

	統合/略式（納税申告）・標識
	1A
	39
	C
	統合/略式（納税申告）・標識を表すｺｰﾄﾞ。もし、ﾚｺｰﾄﾞの識別子３２があれば、このｺｰﾄﾞはＣでなければならない。
	2

	指定される貨物検査・通関地
	4N
	40‑43
	C
	遠隔通関申告に限り使用される、指定される貨物検査・通関地ｺｰﾄﾞ。
	

	フィラー
	7AN
	44‑50
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	月次一括納税(PMS)月
	2N
	51-52
	C
	当該納税申告が仮月次一括納税明細書に載っている月の数値表示の月(MM)。（例）商品が６月に引き渡された、それなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞに07（７月）と入力する。割当品目の通関申告は、月次一括納税(PMS)月を決定するために引渡し日の代わりに（割当）証書授与日を使用しなければならない。
	

	支払い種別標識
	1N
	53
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞは、日次取引明細書の使用権限を授与されている参加者には必須である。日次取引明細書機能の使用権限を授与されていないACS参加者は、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞを空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	3

	仮取引明細書印刷日付
	6N
	54‑59
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞ［印刷日付］は日次取引明細書の使用権限を授与されるACS参加者に適用する。それ［印刷日付］は本納税申告が仮取引明細書に掲載されるよう選択した日付である。それは現在の日付を超えなければならず、また、土曜日、日曜日、又は祝日であってはならない。それは取引明細書（代金）が支払われる日付より前にあるものとする。時宜を得た申告と取引明細書の納付を可能にする仮取引明細書印刷日付（入力）の送信は申告者の責任である。ｼｽﾃﾑ日付より90日を超える仮取引明細書印刷日付は拒否される。支払い種別標識＝2, 3, 5, 6, 7, 又は 8の場合、仮取引明細書印刷日付をMMDDYY (月、日、年) 形式で入力すること。支払い種別標識＝1の場合、又は一括支払いを認可されていないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞを空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。この日付はﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ処理に必須である。
	4

	フィラー
	13AN
	60-72
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	ｷｬﾘｱｺｰﾄﾞ
	4AN
	73‑76
	C
	運送業者を識別するｺｰﾄﾞ。ﾚｺｰﾄﾞの識別子20の輸送方式(MOT)符号10, 11, 20, 21, 40, 又は 41（船舶/鉄道/空輸）のいずれかが必須とされる場合に限り、このﾌｨｰﾙﾄﾞが必須になる。輸送方式(MOT)符号の説明については、本刊行物の補遺Bを参照のこと。
	5

	集団［ﾁｰﾑ］番号
	3N
	77‑79
	O
	当該納税申告を割当てられたCBP輸入専門家集団［ﾁｰﾑ］を示すｺｰﾄﾞ。このｺｰﾄﾞはACS割当ての集団番号と対照して校訂される。もし、そのｺｰﾄﾞが一致せず、かつ、該利用者が（ｴﾗｰなしﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝの）受取り通知を受けない選択肢を決めているなら、申告者は警告ﾒｯｾｰｼﾞを受け取ると共に前述の（校訂）ﾁｰﾑ番号がE0 又は E90 出力ﾚｺｰﾄﾞで返される。
	

	フィラー
	1AN
	80
	M 
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注
1」
有効な引渡し（申告）認証ｺｰﾄﾞは：

ｺｰﾄﾞ　　 説明

　　1 　　納税申告ﾃﾞｰﾀは貨物引渡し処理用として認証されることになっている。

　　0　 　納税申告ﾃﾞｰﾀは認証されることになっていない。

引渡し認証の付いたｴﾗｰのない納税申告は、ｴﾗｰなしかｴﾗｰありのどちらかである貨物認証結果を受け取る。納税申告処理そのものに影響を及ぼしてはならない校訂に基づく、納税申告ﾃﾞｰﾀの貨物認証処理期間中にも、ｴﾗｰは起り得る。
「ｴﾗｰのない申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが受理されている」を述べるﾚｺｰﾄﾞの識別子E0の後に（その他の）認証ﾒｯｾｰｼﾞが続く。
ｴﾗｰのない認証なら、２番目のﾚｺｰﾄﾞでﾒｯｾｰｼﾞ「納税申告により保証される認証・引渡し」が提供される。
認証でｴﾗｰがあるなら、そのｴﾗｰ状態がﾚｺｰﾄﾞの識別子ECに明記される。「認証・申告が保証できない」と述べる２番目のﾒｯｾｰｼﾞをﾚｺｰﾄﾞの識別子ECで受け取る。
「注
2」
有効な統合/略式（納税申告）・標識ｺｰﾄﾞは次の通り：
ｺｰﾄﾞ

説明
C

統合
P

個人輸入
X

商用輸入 (実例あり)

統合
· １つの納税申告が２つ以上の貨物引渡しﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝに応じるために使用される（統合された納税申告）場合に、Ｃを入力すること。追加の引渡し情報について、ﾚｺｰﾄﾞの識別子32を参照のこと。
個人輸入
· この納税申告が価格に係わらず個人輸入の別送貨物の略式納税申告であって、（CBP規則143.21条及び1986年２月28日付けのCBP通達3500-07（その後の改正を含む）に従って）グアム又は北マリアナ諸島産の特定の繊維製品を除く場合に、Ｐを入力すること。
「注」:  あつらえのｽｰﾂ以外の、1988年1月1日以後に香港から輸出されたもので、価格に係わらず、繊維製品の個人輸入の別送貨物は、免税証明書を必要とせず、かつ、割当ての対象にならない。それ故に、それら製品は略式納税申告で提出できる。
商用輸入
· 下記の範囲の実行関税率表(HTS)番号は、CBP規則143.21(a)[19 CFR 143.21(a)]により、250ﾄﾞﾙを超える商業用貨物について正式納税申告の提出を要求する。
3901.10.0010

-
4304.00.0000

5001.00.0000

-
6706.90.0000

9401.10.4000

-
9406.00.8090
HTS 99章の副章III 及び IV。



· 下記の範囲の実行関税率表(HTS)番号は、価格に係わらず、商業用貨物について正式納税申告の提出を要求する：
実行関税率表(HTS)番号
3005.10.1000

-
3005.90.5090

3918.10.3110

-
3918.90.5000

3921.11.0000

-
3921.90.5050

3926.20.2000

-
3926.20.9050
「注
2 – 続き」
実行関税率表(HTS)番号
3926.90.3300

3926.90.5500

-
3926.90.6090

4008.11.1000

-
4008.29.4000

4010.11.0000

-
4010.29.9000

4602.10.2100

-
4602.10.2940

5004.00.0000

-
5007.90.6090

5105.10.0000

-
5113.00.0000

5204.11.0000

-
5212.25.6090

5306.10.0000

-
5309.29.4090

5311.00.00.200

-
5404.10.1000

5405.00.3000

-
5408.34.9090

5508.10.0000

-
5606.00.0090

5607.41.1000

-
5907.00.8090

5911.10.1000

-
6308.00.0020

6405.20.6030

-
6405.20.6090

6406.10.7200

-
6406.10.9090

6409.99.1505

-
6406.99.1580

6501.00.3000

-
6507.00.0000

7019.12.0040

-
7019.59.9000

9404.90.1000

-
9404.90.9570
9502.91.0000

9612.10.9010

9802.00.4040*

9802.00.5010

9802.00.5060*

9802.00.8015

9802.00.8040

9802.00.8065

9813.00.0520*

9813.00.0540*

*この条項（250ﾄﾞﾙを超える商業貨物）が適用される（98章以外の）品目番号が指定されるときは何時でも、その番号も含まれる。
「注
2 – 続き」
· その納税申告が、適切に刻印された商品見本で、割当て及び/又はﾋﾞｻﾞ要件の対象でなく、かつ、CBP通達3500-07とVBT 88-103に従って、申告毎の価格が250ﾄﾞﾙ以下であって、その見本が下記のいずれかの国からの産物である、略式納税申告の場合、Ｘを入力すること。
	バングラデシュ

	ブラジル

	中国

	コスタリカ

	エジプト

	グアテマラ

	香港

	インド

	インドネシア

	日本

	韓国

	マカオ

	マレーシア

	メキシコ

	パナマ

	パキスタン

	フィリピン

	シンガポール 

	スリランカ

	台湾

	トルコ

	アラブ首長国連邦 (UAE)

	ウルグアイ

	ユーゴスラヴィア


しかしながら、適切に刻印された商品見本出荷については、（例えそれらが適切に刻印された商品見本出荷としても）価格に係わらず正式納税申告を要求される下記の国の産物を除き、価格が250ﾄﾞﾙ以下なら、略式納税申告を提出できる。
	アルゼンチン

	ビルマ

	コロンビア

	チェコｽﾛｳ゛ｧｷｱ

	ドミニカ共和国.

	エルサルバドル

	フィジー

	グアム

	ハイチ

	ハンガリー

	ジャマイカ

	モルジヴ

	モーリシャス

	ネパール

	ナイジェリア

	ペルー

	ポーランド

	ルーマニア

	タイ

	トリニダード・トバゴ


そしてまた、割当て又はﾋﾞｻﾞ要件のない国はどこでも（その産物は）、価格が250ﾄﾞﾙ未満の適切に刻印された商品見本出荷の略式納税申告を提出できる。
「注
3」
有効な支払い種別標識ｺｰﾄﾞ は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
l
納税申告の支払いが当該納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて個別的に行われる予定の場合。
2
支払いが仮取引明細書印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合。
3
支払いが仮取引明細書印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により一括処理される予定の場合。
「注
3 – 続き」
ｺｰﾄﾞ
説明
5
支払いが仮取引明細書印刷日付と幾つかの下位区分［部門］の一員としての輸入者の登録輸入者番号（接尾辞）により一括処理される予定の場合。
6
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合。
7
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により一括処理される予定の場合。
8
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と幾つかの下位区分［部門］の一員としての輸入者の登録輸入者番号（接尾辞） により一括処理される予定の場合。  

支払い方法［種別］標識ｺｰﾄﾞ6,7及び8は自動通商環境(ACE)のｱｶｳﾝﾄでなければならない。
「注
4」
非割当品目の通関申告について、関税/手数料の妥当性確認（MPF及びHMFを除く）目的の既定の日付は次の順序で決定される：
日付





出所
IT日付                            　　　　　　　   ﾚｺｰﾄﾞの識別子 22

輸入申告日                     　　　　　　　  CBPにより決定される

輸入申告予定日              　　　　　　　 ﾚｺｰﾄﾞの識別子10

貨物引渡し日                  　　　　　　　 CBPにより決定される

仮取引明細書印刷日付 　　　　　　　  ﾚｺｰﾄﾞの識別子30

到着予定日       　　　　　　　　　　　ﾚｺｰﾄﾞの識別子20及び H1

ｼｽﾃﾑ日付                　　　　　　　　　    ACS処理日
もし、仮取引明細書印刷日付が関税/手数料の妥当性確認を確定するために使用される日付なら、この日付はｼｽﾃﾑ送信日付に比べて、その後60日を超えてはならない。
もし、到着予定日がｼｽﾃﾑ処理日より前なら、その到着予定日は無視され、このｼｽﾃﾑ日付が関税/手数料の妥当性確認目的のために使用される。
割当品目の通関申告及び保税倉庫引取りに関する、関税、税金及び手数料計算（HMFを除く）について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
MPF（商業貨物税関使用料）算定について、ACSはIT日付を無視し、輸入申告日からｼｽﾃﾑ日付まで続く順序で（検索を）始める。
HMF（港湾維持料）算定について、輸入日付の有効なﾚｰﾄが使用される。
「注
4 – 続く」
担保の妥当性確認目的の既定の日付は次の順序で決定される：
日付





出所
貨物引渡し日



CBPにより決定される
輸入申告日




CBPにより決定される
輸入申告予定日　　


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 10

仮取引明細書印刷日付　　

ﾚｺｰﾄﾞの識別子30

ｼｽﾃﾑ日付




ACS 処理日
「注
5」
輸送方式(MOT)が４０又は４１（空輸）である場合、適切な２桁の運送業者ｺｰﾄﾞを入力すること。このｺｰﾄﾞを左寄せし、最後の２桁を空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。航空運送業者ｺｰﾄﾞに関する追加情報について、本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を参照のこと。
「注」: ある特定の航空運送業者のｺｰﾄﾞがその運送業者ﾌｧｲﾙに含まれていない時、その運送業者が登録されている国を指定するために、運送業者ｺｰﾄﾞ［ｷｬﾘｱｺｰﾄﾞ］の最初の２桁に次のｺｰﾄﾞのいずれか一つを入力すること。これらの記号表示は航空会社不明のﾁｬｰﾀｰ機及び自家用機にのみ使用される。
（ﾌｧｲﾙに）掲載されていない運送業者指定ｺｰﾄﾞ：
ｺｰﾄﾞ
説明
*U
アメリカ合衆国
*C
カナダ
*F
その他外国の運送業者
**
自家用機(HTSの8802項)が自力で入港している（自力輸送された）場合。
もし、輸送方式(MOT)符号が10又は11（船舶）かそれとも20又は21（鉄道）なら、米国トラック協会（法人）発行の適切な4桁の運送会社識別ｺｰﾄﾞ(SCAC)を（ここに）入力すること。このｺｰﾄﾞは船荷証券にあるべきで、さもなくば運送業者がそれを提供できるはずである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 32 (入力)
これは統合された納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝに対する引取申告に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。もし、７個以上の（引取）申告番号が統合された一つの納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝと関連するなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子32は（最初のﾚｺｰﾄﾞのみ）積荷目録数量総計ありで後続の32ﾚｺｰﾄﾞからは取り除いて必要に応じて繰り返される。
統合された納税申告の校訂及び妥当性検証：

• 統合標識Cがﾚｺｰﾄﾞの識別子30の39桁に表示されなければならない。

•（引取）申告番号は有効な申告番号に対する一般的基準を満たさなければならない。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。

• 統合された納税申告の申告者略号は関連した引取（申告）の申告者略号と同一でなければならない。

•引取（申告）番号はどれもその統合された（納税申告）番号と同一であるはずがなく、だからその統合された納税申告番号に対するどんな引取（申告）もﾌｧｲﾙに保管されていてはならない。

• 納税申告上に統合できるのは、申告種類が01（消費）と11（略式）だけである。

• もし、統合された納税申告に関する複数の品目名があるなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子40 の
6桁から7桁までの原産国ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは、各品目名に対し同一でなければならない。

•もし、統合された納税申告に関する複数の品目名があるなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子50の
69桁から70桁までの輸出国ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは、各品目名に対し同一でなければならない。但し、輸出国がメキシコであって、当該品目名の原産国が合衆国の場合を除く。この除外例は実行関税率表(HTS)の98章［類］に基き通関された構成部品又は梱包から成るそれらの品目名に限り適用される。

• 申告種類 01について、最終荷受人は関連する全ての引取について同じものでな
　ければならない。この校訂項目は申告種類 11には適用されない。

• 申告種類 11について、統合された納税申告用の2,000ﾄﾞﾙの価格肯定は中止している、
　しかしながら、個々の引渡し価格は2,000ﾄﾞﾙを超えないことになっている。

•その税率が統合された品物について同じものである限り、輸入申告を統合できる。
統合された納税申告番号と関連する引取は、受理され次第、統合された納税申告番号により参照できる。
統合された納税申告から関連する引取りを取除くには、その納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝを丸ごと取替えなければならない。
もし、その貨物引取りが納税申告ﾃﾞｰﾀにより保証されるなら、貨物引取りのために使用されるその納税申告ﾃﾞｰﾀは、統合された納税申告を送信する前にACSを通じて削除されなければならない。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 32 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に32に等しくなければならない。
	

	積荷目録数量総計
	10N
	3‑12
	C
	その積荷目録数量総計を表す量。もし、統合された一つのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが７個以上の引渡し申告番号を必要とするなら、積荷目録数量総計を最初の32ﾚｺｰﾄﾞでだけ報告すること。
	

	通関申告者略号
	3AN
	13‑15
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号1
	8AN
	16‑23
	C
	最初の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関申告者略号
	3AN
	24‑26
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号2
	8AN
	27‑34
	C
	２番目の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関申告者略号
	3AN
	35‑37
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号3
	8AN
	38‑45
	C
	３番目の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関申告者略号
	3AN
	46‑48
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号4
	8AN
	49‑56
	C
	４番目の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関申告者略号
	3AN
	57‑59
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号5
	8AN
	60‑67
	C
	５番目の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関申告者略号
	3AN
	68‑70
	C
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁をこの略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	引取申告番号6
	8AN
	71‑78
	C
	６番目の申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	フィラー
	2AN
	79‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 34 (入力)
これは通関申告時払いの利用者手数料（例えば、納税申告要郵便物手数料；分類ｺｰﾄﾞ 496）に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞである。単位品目毎の利用者手数料報告についてﾚｺｰﾄﾞの識別子62を参照のこと。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 34 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に34に等しくなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	3‑5
	M
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1

	金額
	8N
	6‑13
	M
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	14‑16
	C
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1

	金額
	8N
	17‑24
	C
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、前項の分類ｺｰﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞにﾃﾞｰﾀがあるなら、この金額ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞも記入されなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	25‑27
	C
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1

	金額
	8N
	28‑35
	C
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、前項の分類ｺｰﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞにﾃﾞｰﾀがあるなら、この金額ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞも記入されなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	36‑38
	C
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1


	金額
	8N
	39‑46
	C
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、前項の分類ｺｰﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞにﾃﾞｰﾀがあるなら、この金額ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞも記入されなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	47‑49
	C
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1

	金額
	8N
	50‑57
	C
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、前項の分類ｺｰﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞにﾃﾞｰﾀがあるなら、この金額ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞも記入されなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	58‑60
	C
	CBP勘定の分類ｺｰﾄﾞ。
	1

	金額
	8N
	61‑68
	C
	未払い金を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、前項の分類ｺｰﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞにﾃﾞｰﾀがあるなら、この金額ﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞも記入されなければならない。
	

	フィラー
	12AN
	69‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注
1」
有効な分類ｺｰﾄﾞは：
ｺｰﾄﾞ
説明
311
略式申告手数料
496
納税申告要郵便物手数料
500
手動入力追加料金
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 35 (入力)
これはﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止(ADD)担保付関税額及び/又は相殺(CVD)担保付関税額、担保付の標識、支払関税額及び保証人ｺｰﾄﾞに関するﾃﾞｰﾀを提供する条件付入力ﾍｯﾀﾞｰ制御ﾚｺｰﾄﾞである。もし、ﾚｺｰﾄﾞの識別子60がADDか又はCVDかいずれかの事件番号を含むなら、このﾚｺｰﾄﾞは必須である。
各60ﾚｺｰﾄﾞは（それぞれ）１つの品目名に対するADD又はCVD関税総額を提供し、一方この35ﾚｺｰﾄﾞは担保付又は支払いのADD又はCVD関税額に（品目名毎に）分けられた複数の60ﾚｺｰﾄﾞから出したCVD又はADD関税総額を含む。60ﾚｺｰﾄﾞに関する追加情報については、本章のﾚｺｰﾄﾞの識別子60を参照のこと。
ACSは60ﾚｺｰﾄﾞを総計し、それらを35ﾚｺｰﾄﾞで報告される支払い及び担保付のADD又はCVD関税額と対照して検証する。各（申告）種類 03 (ADD及びCVD)又は07 (ADD, CVD, 割当/輸出証明(visa)の組合せ)の申告は少なくとも１つの60ﾚｺｰﾄﾞとただ１個の35ﾚｺｰﾄﾞを有しなければならない。ADDとCVDの総計もまた90ﾚｺｰﾄﾞと対照して検証される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 35 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に35に等しくなければならない。
	

	担保付のADD　関税額
	11N
	3‑13
	M
	担保付のADD関税額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	担保付のADD　標識
	1N
	14
	C
	担保付のADD標識を表すｺｰﾄﾞ。有効な担保付のADD標識ｺｰﾄﾞは：

0 =  いいえ

1 = はい

このｺｰﾄﾞが1なら、ADD保証人ｺｰﾄﾞが本ﾚｺｰﾄﾞの49-51桁に含まれなければならない。このｺｰﾄﾞが1で、かつ、ADD /CVD保証人ｺｰﾄﾞが空白で埋められているなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞがｼｽﾃﾑ生成され、そのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが拒否される。
	

	支払ADD関税額
	11N
	15‑25
	M
	支払ADD関税額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	担保付のCVD　関税額
	11N
	26‑36
	M
	担保付のCVD関税額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	担保付のCVD　標識
	1N
	37
	C
	担保付のCVD標識を表すｺｰﾄﾞ。有効な担保付のCVD標識ｺｰﾄﾞは：

0 =  いいえ

1 = はい

このｺｰﾄﾞが1なら、CVD保証人ｺｰﾄﾞが本ﾚｺｰﾄﾞの49-51桁に含まれなければならない。このｺｰﾄﾞが1で、かつ、ADD /CVD保証人ｺｰﾄﾞが空白で埋められているなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞがｼｽﾃﾑ生成され、そのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが拒否される。
	

	支払CVD関税額
	11N
	38‑48
	M
	支払CVD関税額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	ADD/CVD保証人ｺｰﾄﾞ
	3N
	49‑51
	C
	ADD/CVD保証人を表すｺｰﾄﾞ。もし、14又は37桁の担保付標識＝1なら、このﾌｨｰﾙﾄﾞには保証人ｺｰﾄﾞがなければならない、そうでなければ、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞがｼｽﾃﾑ生成されそのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが拒否される。保証人ｺｰﾄﾞはADD及びCVD計算日に有効でなければならず、かつ、その日に活用できる状態でなければならない。もし、その保証人ｺｰﾄﾞが活用できないなら、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞがｼｽﾃﾑ生成されそのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが拒否される。このｺｰﾄﾞはﾚｺｰﾄﾞの識別子10の保証人ｺｰﾄﾞと同一かどうかどちらとも言えない。もし、担保付標識（14及び/又は37桁）が1でないなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞを空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	フィラー
	29X
	52‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


（訳者注：担保付のADD/CVDとは、暫定措置がとられている期間内に輸入される貨物
について提供を命じられる担保の額を言う。また、支払いADD/CVDとは

暫定期間の有無に係わらず納付した関税額を言う）

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 40 (入力)
これは品目番号、原産国、価格、総重量、ADD従量制供託金額、CVD従量制供託金額、輸入港までの運賃等、船積み港、送り状の区切り符号、地域内商品の資格及び特権的資格出願日に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。ﾚｺｰﾄﾞの識別子40（入力）がCBP様式(CBPF)7501（納税申告）の各品目名について要求される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 40 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に40に等しくなければならない。
	

	品目番号
	3N
	3‑5
	M
	品目名は１つの国からの貨物に適用され、かつ、それは正味数量、輸入価格、関税率表番号、輸入港までの運賃等(CHGS)、及び関税等の税率を含む１品目名に適用される。しかしながら、品目名（と言うもの）は２つ以上の関税率表番号及び価格を必要とすることもありうる。２つ以上の関税率表番号を必要とする単位品目（の関税計算）に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｆを参照のこと。新しいCBPF様式7501毎に、品目番号は001から始めてCBPF様式7501に印刷された各追加品目名毎に１ずつ増やされなければならない。これにより品目名ﾃﾞｰﾀに関するｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞが通関業者に報告される場合に、CBPF様式7501のｴﾗｰの特定が容易になる。有効な品目番号は001から999までである。
	

	原産国
	2X
	6‑7
	M
	国際標準化機構(ISO)の国符号を表すｺｰﾄﾞ。有効なISOｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Ｂに掲載されている。その原産国が不明と言う場合には、ISOｺｰﾄﾞに代えて２つのｱｽﾃﾘｽｸ(**)を入力すること。これは原産国が不明であることを示すと共に、その輸出国が国勢調査局によって収集される統計資料に利用されることを指す。
	

	価格
	10N
	8‑17
	M
	その品目名の価格を完全（整数）米ドル表示で入力すること。
	

	総重量
	10N
	18‑27
	M
	少なくとも０（ｾﾞﾛ）ｷﾛｸﾞﾗﾑの総重量が全ての輸送方式(MOT)に必須である。
	

	ADD従量制供託金額
	10N
	28‑37
	C
	ADD関税を算出するためにその他全ての品目価格に代えてただこれだけ使用される完全（整数）米ドル表示での価格。この価格がなければ、ADD関税が品目価格から計算される。
	

	CVD従量制供託金額
	10N
	38‑47
	C
	CVD関税を算出するためにその他全ての品目価格に代えてただこれだけ使用される完全（整数）米ドル表示での価格。この価格がなければ、CVD関税が品目価格から計算される。
	

	輸入港までの運賃等
	10N
	48‑57
	C
	輸送方式(MOT)符号60（乗客が自分で運ぶ手荷物など）を除く全てのMOT符号について、合衆国に到着する積荷の完全（整数）米ﾄﾞﾙ表示の運賃等。
	

	船積み港
	5N
	58‑62
	C
	外国の船積み港を表すｺｰﾄﾞ。これらのｺｰﾄﾞは参考資料抜粋ﾌｧｲﾙを通じて照会できる。追加情報については、本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を参照のこと。このｺｰﾄﾞは輸送方式(MOT)が10,11又は12（船舶）の場合に限り報告する。
	

	地域内商品の資格
	1AN
	63
	C
	外国貿易地域内商品の資格を表すｺｰﾄﾞ。有効な地域内商品の資格ｺｰﾄﾞは次の通り：
P =特権的外国産商品
D =国内産品
N = 非特権的外国産資格
Z = 地域限定商品
このｺｰﾄﾞは申告種類符号が06（外国貿易地域内消費）の時はいつでも必須である。
	

	特権的資格出願日
	6N
	64‑69
	C
	特権的資格出願日を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。この日付は現在若しくは過去の日付であるが、将来であってはならない。このﾌｨｰﾙﾄﾞは全ての特権的外国産資格申告について必須であり、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	針葉樹製材加工材
	3AN
	70‑72
	C
	ｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材加工材の許可証（分類）を表すｺｰﾄﾞ。商品が次の関税率表番号 44071000, 44091010, 44091020, 又は 44091090号のいずれか１つに基き通関され、かつ、その報告するISO原産国符号がXA, XC, XO, 又はXQの場合は、70桁（分類ｺｰﾄﾞの先頭文字） にはA,B,C,D,R又はSのどれかを入れなければならない。70桁が（Dを除く）A,B,C,R又はSなら、それなら、71及び72桁にはｾﾞﾛ若しくはｽﾍﾟｰｽを入れなければならない。70桁がDなら、それなら、71及び72桁には、その許可証が発行された暦四半期に応じて01から20までの範囲内の該当する２桁の数値ｺｰﾄﾞを有することが要求される。前述のｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材加工材製品に対する針葉樹製材加工材ｺｰﾄﾞ要件は2001年4月1日に期限が切れた。管理ﾒｯｾｰｼﾞ01-0336を参照のこと。
	

	送り状の区切り　符号
	6AN
	73‑78
	C
	２つ以上の送り状がある時はいつでも、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞが必要である。もし、納税申告の品目名がある送り状の最後の行なら、略語INVに続けて直接関係のある送り状を特定するための３桁の数字（例えば、001, 002, 003）をここに入力すること。
	

	NAFTA純費用　標識
	1A
	79
	C
	北米自由貿易協定(NAFTA)の純費用条件を表すｺｰﾄﾞ。有効なNAFTA純費用標識ｺｰﾄﾞは次の通り： 

Y = NAFTA純費用条件

空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め = NAFTA純費用条件ではない
	

	フィラー
	1A
	80
	C
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 42 (入力)
これは、供給者/ｲﾝﾎﾞｲｻｰ・識別(ID)符号、送り状番号、送り状の先頭行番号及び送り状の終了行番号に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付単位品目の入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞはそれがその一部である納税申告の単位品目に、送り状の一行又は送り状の行群を対応させる。  このﾚｺｰﾄﾞは、同一納税申告入力における事前入力行で送信されたﾚｺｰﾄﾞの識別子42に記載されている、同一の送り状行、行群、又は行の範囲に適用してはならない。言い換えれば、このﾚｺｰﾄﾞは7501の複数行を単一送り状の一行に関連付けるために使用されてはならないことを示す。複数の関税率表番号を必要とする品物、例えば再利用可能なﾊﾝｶﾞｰに掛けた状態で輸入される衣服類などは、分類された品物毎に別々の送り状行（番号）ﾚｺｰﾄﾞｾｯﾄを要求する。このﾚｺｰﾄﾞは、ﾚｺｰﾄﾞの識別子10の56桁でEを報告している自動送り状ｼｽﾃﾑ(AII)参加者には必須である。このﾚｺｰﾄﾞは、当該納税申告の行を構成する送り状及び送り状の行の全てを報告するために必要に応じて繰り返し使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 42 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に42に等しくなければならない。
	

	供給者IDｺｰﾄﾞ
	15AN
	3‑17
	M
	供給者を識別するｺｰﾄﾞ。本ｺｰﾄﾞの決定に関する包括的な説明について、1986年11月24日のCBP通達3500-13を参照のこと。
	

	送り状の番号
	17AN
	18‑34
	M
	供給者により割当てられた送り状番号。このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは電子送り状による(AII) 納税申告に必須である。有効な文字は英字、数字及びﾀﾞｯｼｭ記号(-)に限る。
	

	送り状の先頭行番号(行群A)
	4N
	35‑38
	M
	当該納税申告の行と関連した品目の範囲の一つの送り状行番号、即ち最初の送り状行番号を表す0001から9999までの数字。このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは電子送り状による(AII) 納税申告に必須である。
	

	送り状の終了行番号（行群A）
	4N
	39‑42
	C
	当該納税申告の品目と関連した送り状行番号の範囲の最後の番号を表す0002から9999までの数字。もし、送り状の先頭行番号（行群A）が（行）番号の範囲でないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。
	

	送り状の先頭行番号(行群B)
	4N
	43‑46
	C
	当該納税申告の品目と関連した行の範囲の一つの送り状行番号、即ち最初の送り状行番号を表す0002から9999までの数字。
	

	送り状の終了行番号（行群B）
	4N
	47‑50
	C
	当該納税申告の品目と関連した送り状行番号の範囲の最後の番号を表す0003から9999までの数字。もし、送り状の先頭行番号（行群B）が（行）番号の範囲の最初のものでないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。
	

	送り状の先頭行番号(行群C)
	4N
	51‑54
	C
	当該納税申告の品目と関連した行の範囲の一つの送り状行番号、即ち最初の送り状行番号を表す0003から9999までの数字。
	

	送り状の終了行番号（行群C）
	4N
	55‑58
	C
	当該納税申告の品目と関連した送り状行番号の範囲の最後の番号を表す0004から9999までの数字。もし、送り状の先頭行番号（行群C）が（行）番号の範囲の最初のものでないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。
	

	送り状の先頭行番号(行群D)
	4N
	59‑62
	C
	当該納税申告の品目と関連した行の範囲の一つの送り状行番号、即ち最初の送り状行番号を表す0004から9999までの数字。
	

	送り状の終了行番号（行群D）
	4N
	63‑66
	C
	当該納税申告の品目と関連した送り状行番号の範囲の最後の番号を表す0005から9999までの数字。もし、送り状の先頭行番号（行群D）が（行）番号の範囲の最初のものでないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。
	

	送り状の先頭行番号(行群E)
	4N
	67‑70
	
	当該納税申告の品目と関連した行の範囲の一つの送り状行番号、即ち最初の送り状行番号を表す0005から9999までの数字。
	

	送り状の終了行番号（行群E）
	4N
	71‑74
	C
	当該納税申告の品目と関連した送り状行番号の範囲の最後の番号を表す0006から9999までの数字。もし、送り状の先頭行番号（行群E）が（行）番号の範囲の最初のものでないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。
	

	フィラー
	6AN
	75‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 43 (入力)
これは商品説明、拘束力のある裁定番号、事前判定番号、又は事前承認番号に関するﾃﾞｰﾀを提供する条件付単位品目の入力ﾚｺｰﾄﾞである。
ABIﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞは、納税申告の各品目毎に少なくとも一つのﾚｺﾄﾞの識別子43も送信されていない、自動送り状ｼｽﾃﾑ(AII)を利用する納税申告を拒否する。但し、その関連する電子送り状送信(CI)が予め受理されている場合はこの限りでない。
納税申告(EI)に電子送り状参加要のﾌﾗｸﾞが付けられている（例えば、申告者がﾚｺｰﾄﾞの識別子10の56桁で"E"そしてﾚｺｰﾄﾞの識別子42全体を送信する）場合に、ABIのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ編集は、ABIにより既に受理されている状態に適合する電子送り状(CI)のない、引取／納税申告処理を防止する。但し、申告者が納税申告の各品目毎にﾚｺｰﾄﾞの識別子43を含める場合はこの限りでない。ﾚｺｰﾄﾞの識別子43は事前判定番号、事前承認番号、拘束力のある裁定番号又はINVREQｺｰﾄﾞを含めることができる。複数の貨物が納税申告中の単一品目に存在する場合、このﾚｺｰﾄﾞはかの品目に係わる全ての商品を明らかにするために繰り返されなければならない。そしてまた、ここで留意すべきは”要請に応じて送り状”(INVREQ)ｺｰﾄﾞは、輸入前審査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(PIRP)に基く拘束力のある裁定がその輸入商品について発行されていない場合に限り使用されなければならないことである。 

	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 43 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に43に等しくなければならない。
	

	輸入前審査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(PIRP)/裁定番号
	6AN
	3‑8
	C
	CBPにより拘束力のある裁定に又は輸入前審査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに基づき、割当てられた管理番号。裁定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに従い、拘束力のある裁定番号は、本納税申告品目の対象となる輸入者と商品の両方に具体的に言及している場合だけ報告されるものとする。:電子送り状ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(EIP)による納税申告を提出する時、裁定（番号）が割当てられていない商品について"要請に応じて送り状（送信）"に代わる “INVREQ”を使用すること。
	

	形態標識
	1A
	9
	M
	裁定の形態を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞは次の通り：

R = 拘束力のある裁定

C = 事前判定
P = 事前承認
D = 商品説明

”要請に応じて送り状”(INVREQ)を使用する時は、 拘束力のある裁定のｺｰﾄﾞ“R”が要求される。
	

	フィラー
	1AN
	10
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	商品説明
	70X
	11‑80
	C
	当該商品に対する送り状の品目説明。関税率表用の説明もそうだが、一般化された広義の専門用語も受け入れられない。英語で、完備した商業用語が必須である。 
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 50 (入力)
これは、一番目の関税率表税目番号、関税、数量、測定単位、輸出国、輸出日、特殊関係者標識及び特別（関税）制度標識ｺｰﾄﾞ(基本的、国別、及び二義的) に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。もし物品が２つ以上の関税率表番号を必要とするなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子70, 80, 又は 81が必要になることがある。２つ以上の関税率表番号を必要とする物品（の関税計算）に関する追加情報について本刊行物の補遺Ｆを参照のこと。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 50 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に50に等しくなければならない。
	

	特別（関税）制度標識(基本的) 
	1X
	3
	C
	基本的な特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	

	関税率表番号1
	10AN
	4‑13
	M
	その関税率表番号を表す注解合衆国・実行関税率表(HTS)にあるｺｰﾄﾞ。
	1

	関税
	10N
	14‑23
	C
	一番目の関税率表番号に関連する関税を表す価格。もし、２つの関税率が要求される（即ち、従量及び従価税率）（混合税）なら、それら２つの金額を組み合わせること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。関税ｾﾞﾛが確かなら、ｾﾞﾛを入力若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	数量1
	12N
	24‑35
	C
	一番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。類別区分番号がその関税率表番号に関連する場合、ｾﾞﾛを含む小数点以下２桁と整数は必須である。 その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	測定単位1
	3AN
	36‑38
	C
	一番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。１つの関税率表番号に関連する２つ以上の測定単位があるなら、最初の単位を報告すること。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの4-13桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量2
	12N
	39‑50
	C
	一番目の関税率表番号に関連する２番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。２つ以上の数量を必要とする物品（の関税計算）に関する情報について、本刊行物の補遺 Fを参照のこと。 その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	測定単位2
	3AN
	51‑53
	C
	一番目の関税率表番号に関連する２番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この２番目の測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの4-13桁の関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される２番目の測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量3
	12N
	54‑65
	C
	一番目の関税率表番号に関連する３番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。２つ以上の数量を必要とする物品（の関税計算）に関する情報について、本刊行物の補遺 Fを参照のこと。
	

	測定単位3
	3AN
	66‑68
	C
	一番目の関税率表番号に関連する３番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この３番目の測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの4-13桁の関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される３番目の測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	輸出国
	2A
	69‑70
	C
	輸出国名を表す国際標準化機構(ISO)の国符号。有効なISO符号は本刊行物の補遺Bに掲載されている。このﾃﾞｰﾀ要素は、申告種類には構わず全てのGSP、AGOA及びCBTPAの請求について必須である。
	

	輸出日
	6N
	71‑76
	C
	輸出日を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。もし、その納税申告が外国貿易地域(FTZ) からのものであって非割当て品目なら、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。もし、その納税申告がFTZからのものであって割当て品目なら、それなら輸出日が表示されなければならない。
	

	特殊関係者標識
	1A
	77
	C
	その取引が特殊関係のある当事者間のものかどうかを示すｺｰﾄﾞ。もし、その取引が19 USC §1401a(g)(1)(F)（その後の改正を含む）に定義するところの特殊関係のある当事者間のものなら、Y (yes)を入力し、そうでなければN (no)を入力すること。もし、申告種類符号が11 (略式申告) 又は12 (略式申告であって, 織物以外の割当て品目) なら、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	特別（関税）制度標識（国別）
	2X
	78‑79
	C
	特別の関税待遇を認める制度を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	

	特別（関税）制度標識（二義的）
	1X
	80
	C
	二義的特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	


「注
1」　（特別(関税)制度標識（二義的）の注）
 HTS番号5701.10.1300, 5702.10.1000, 5702.91.2000, 5805.00.2000, 6304.99.1000, 及び6304.99.4000（認定を受けた手織りのﾌｫｰｸﾛｱ製品の規定）に従って、商品を税関に申告できる国は以下の国だけである：
	ボツワナ

	コロンビア

	エジプト

	グアテマラ

	マカオ

	マルタ

	メキシコ*

	モントセラト**

	モロッコ

	ネパール

	パキスタン

	ペルー

	ルーマニア

	タイ

	チュニジア

	ウルグアイ


*現時点では、NAFTA（加盟国）の中で、ﾒｷｼｺだけ上記のHTS番号について商品を税関に申告できる。管理ﾒｯｾｰｼﾞ94-0407に注意すること。
**カリブ海地域開発計画(CBI)のﾌｫｰｸﾛｱ製品関税免除を受ける資格がある唯一の国はﾓﾝﾄｾﾗﾄである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 51 (入力)
これはビザ番号、類別区分番号、数量、測定単位、農務省の許可証番号、綿花税免除番号、材木の許可証番号、及び特定の繊維及び繊維製品の輸出日に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。 

	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 51 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に51に等しくなければならない。
	

	フィラー
	2AN
	3‑4
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	輸出日 (繊維製品）
	6N
	5‑10
	C
	その繊維製品が原産国から輸出された日付を表すMMDDYY（月、日、年）形式での数値表示の日付。輸出日 (繊維製品）は繊維製品が原産国から輸出された日付を意味する。もし、原産国と輸出国が同一なら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子50の輸出日とこの日付が全く同じでなければならない。もし、原産国と輸出国が違うなら、この日付はﾚｺｰﾄﾞの識別子50の輸出日より早いか若しくは等しくなければならない。
	

	ビザ番号
	9AN
	11‑19
	C
	原産国により供給されるビザにある番号。
	1

	フィラー
	1AN
	20
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	類別区分番号
	3N
	21‑23
	C
	繊維又は繊維製品の類別区分を表す番号。
	1

	ビザ数量
	11N
	24‑34
	C
	輸入しようとしている物品の総数。この総数は常に整数であってそのビザに表示される総数を超えることができない。
	

	ビザ測定単位

	3A
	35‑37
	C
	その測定単位を表すｺｰﾄﾞ。有効な測定単位ｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Ｃに掲載されている。
	1

	農業製品（低関税率割当）輸入許可証番号
	10X
	38‑47
	C
	農務省の許可証を識別するｺｰﾄﾞで左揃えしたもの。ﾊｲﾌﾝを含む。有効な農業製品輸入許可証の書式は次の通り：
N‑AA‑NNN‑N

N‑AB‑NNN‑N

ここで N = 数字、A = 英字及びB =空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	綿花（輸入）証明書番号/有機栽培品の免税証明書番号
	9AN
	48‑56
	C
	通関申告した物の綿花税を免除する農務省の許可証を識別するｺｰﾄﾞ。綿花を含まない品物であってその関税率表番号が示す所が綿花税の対象となる物については、免除番号999999999を報告する。有機栽培保証認定番号処理の説明について、管理ﾒｯｾｰｼﾞ (CSMS) 04-002257を参照のこと。
	

	材木の許可証番号
	9N
	57‑65
	C
	もし、ISO原産国符号がXO, XQ, XC 又は XAで”最初に製作された”なら、原産国により提供される９個の数字からなるｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材加工材の許可証番号（右揃えされる）である。もし、ﾚｺｰﾄﾞの識別子40で、次のｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材加工材の許可証（分類）ｺｰﾄﾞ（の先頭文字）A, B, C, D, R 又は Sのいずれか１つが要請されるなら、それなら（同じく）、９個の数字からなる（右揃えされる）許可証番号が要求される。前述のｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材加工材の許可証番号要件は2001年1月4日に期限が切れた。管理ﾒｯｾｰｼﾞ01-0336を参照のこと。
	

	フィラー
	15AN
	66‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注
1」
統一されたビザを発行する国は次の通り：
	バーレーン

	バングラデシュ

	ブラジル

	中国 (人民共和国)

	コスタリカ

	ドミニカ共和国

	エジブト

	グアテマラ

	ハイチ

	香港

	インド

	インドネシア

	ジャマイカ

	日本

	韓国

	レソト

	マカオ、パナマ

	マレーシア

	メキシコ

	ネパール

	オマーン

	パキスタン

	ペルー

	フィリピン

	ルーマニア

	シンガポール

	スリランカ

	台湾、中国の一省

	タイ

	トリニダード-トバゴ

	トルコ

	アラブ首長国連邦

	ウルグアイ


「注
1 – 続き」
次のいずれかの国の産物の関税率表番号が類別区分番号を有する場合は、標準化されたビザ番号を必要とする。但し、 特別（関税）制度標識(SPI)がＦ（ﾌｫｰｸﾛｱ）である、品目名毎の価格が251ﾄﾞﾙ未満の見本出荷である、若しくは、類別区分番号が733-759であって原産国が中国以外、の場合はこの限りでない。
中国（中華人民共和国）
レソト
オマーン
台湾、中国の一省
ビザ番号の構成はビザを発行する全ての国について統一されている。有効な統一されたビザ番号の一番目の桁はその原産国が当該物品を輸出した年の最後の数字である（即ち、1989年に輸出されたが1990年に輸入された物品はそのビザ番号の一番目の桁に９を必要とする）。ビザ番号の二と三番目対の桁はその原産国を表す国際標準化機構(ISO)国符号である。
（香港ビザ要件）
次の関税率表番号について、（香港発行の）ビザ番号の二番目と三番目の文字はHKでなければならないがその原産国が香港(HK)であってはならない。
HTS 番号


HTS 番号
6103.29.2066


6110.90.9018

6103.29.2070


6110.90.9022

6104.29.2073


6110.90.9036

6104.29.2077


6110.90.9040

有効なISO国符号は本刊行物の補遺Ｂに掲載されている。（ビザ番号の）４桁から９桁までは原産国により割当てられる数字である。
もし、統一されたビザがある一つの品目名に適用されるなら、そのビザ番号、類別区分番号、ビザ数量、及びビザ測定単位が報告されなければならない。一品目名毎に唯一のビザ番号及び関連するﾃﾞｰﾀが発生する；それ故に、これらのﾃﾞｰﾀ要素を同一品目番号について繰り返さないこと。
もし、実行関税率表(HTS) ｺｰﾄﾞが類別区分番号を含むなら、それ（類別区分番号）を全ての割当て及び/又はビザ貨物（申告種類02又は07）について報告しなければならない。
もし、有効な特別（関税）制度標識(SPI)のＦ（ﾌｫｰｸﾛｱ）がある品目名について請求されるなら、類別区分番号はかの品目について報告するよう要求されない（申告種類02又は07の場合は要求される）。
ビザに印刷された類別区分番号はその品目の関税率表番号について有効でなければならない。自動通商システム(ACS)の実行関税率表(HTS)ﾌｧｲﾙで関税率表番号を調べて、対応する該類別区分番号を参照することが可能である。これらのﾌｧｲﾙに関する追加情報については、本刊行物の範囲内の適切な章又は補遺を参照のこと。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 52 (入力)

これは、特定の原産国、輸出国、関税率表番号、輸出及び/または申告日、又はそれらの組合せのいずれかに基づき、必要に応じて、認証標識若しくは証明書番号を提供することを要件とする条件付の明細項目ﾚｺｰﾄﾞである。52ﾚｺｰﾄﾞは所定の51ﾚｺｰﾄﾞの後に続く、又は、51ﾚｺｰﾄﾞが与えられない場合、それは50ﾚｺｰﾄﾞの後に続く。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 52 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に52に等しくなければならない。
	

	中国/香港の無垢の木材梱包材(SWPM)標識
	1AN
	3
	O
	もはやこの標識を必要としない。CSMS ﾒｯｾｰｼﾞ05-001017を参照のこと。
	

	ｶﾅﾀﾞの輸出証明書（砂糖）
	8AN
	4-11
	C
	原産地証明書(C/O)及び輸出証明書(C/E)がｶﾅﾀﾞで、その申告及び輸出日付が2000年1月31日以降で、かつ、所定の関税率表番号の一つが適用される商品である時はいつでも要求される。要求されないなら、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	梳毛ｳｰﾙ（割当）許可証
	9AN
	12-20
	C
	入力済み関税率表番号が99025111又は99025112の時はいつでも要求される。商務省はその梳毛ｳｰﾙ（輸入割当て）許可証を発行する。
	

	ｶﾘﾌﾞ海諸国貿易協力法(CBTPA)の証明書番号
	9AN
	21-29
	C
	入力済み関税率表番号が98201115の時はいつでも要求される。
	

	種々雑多な許可証/免許証番号
	9AN
	30-38
	C
	様々な許可及び免許要件に従う関税率表番号について要求される。
	1

	その他ﾃﾞｰﾀ標識-1
	2N
	39-40
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞは、完了するためにその他ﾃﾞｰﾀ要素-1ﾌｨｰﾙﾄﾞを必要とする計画[ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]の存在を表す２ﾊﾞｲﾄの数値ﾌｨｰﾙﾄﾞである。
	2

	その他ﾃﾞｰﾀ要素-1
（要素-1；輸出価格）
	9AN
	41-49
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞはその他ﾃﾞｰﾀ標識-1の数値ﾌｨｰﾙﾄﾞに基き提出するよう義務付けられている最大９桁から成る。その他ﾃﾞｰﾀ要素-1ﾌｨｰﾙﾄﾞで提出されることになっているﾃﾞｰﾀの種類を指定する管理ﾒｯｾｰｼﾞ（CSMS #08-000139）が{貿易}利用者に参照されることになる。
	2

	その他ﾃﾞｰﾀ標識-2
	2N
	50-51
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞは、完了するためにその他ﾃﾞｰﾀ要素-2ﾌｨｰﾙﾄﾞを必要とする計画[ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]を特定する２ﾊﾞｲﾄの数値ﾌｨｰﾙﾄﾞである。（Data Indicator-1→Other Data Indicator-2に訂正して訳した）
	2

	その他ﾃﾞｰﾀ要素-2
（要素-2；輸入者の申告及び輸出手数料）
	12AN
	52-63
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞはその他（ﾃﾞｰﾀ）標識-2の数字ﾌｨｰﾙﾄﾞに基き提出するよう義務付けられている最大12桁から成る。その他ﾃﾞｰﾀ要素-2ﾌｨｰﾙﾄﾞで提出されることになっているﾃﾞｰﾀの種類を指定する管理ﾒｯｾｰｼﾞが参照されることになる。

	2

	種々雑多の標識
	1AN
	64
	C
	このﾌｨｰﾙﾄﾞは一つの納税申告品目について報告されなければならない種々雑多の情報を表す。このﾌｨｰﾙﾄﾞは2008年の農業法により義務付けられているところの最初の販売指標を報告するために使用される。
	3

	フィラー
	16AN
	65-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


「注 1」
種々雑多な許可証/免許証番号ﾌｨｰﾙﾄﾞで示される許可証/免許証番号は次の通り：
ｺｰﾄﾞ　説明
01　鉄鋼輸入承認書 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ02-0910参照
02　ｼﾝｶﾎﾟｰﾙTPL証明書 -  管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-0071参照
03　NAFTA TPLのｶﾅﾀﾞ証明書 –  管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-2377参照

　　（TPL；特恵関税レベル）
04　NAFTA TPLのﾒｷｼｺ証明書 -  管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-2377参照
05　牛肉の輸出証明書 –  管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-2376参照
06　ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞの証明書 –  管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-2229参照
07　ATPDEA証明書 (HTS 98211119) – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ04-2378参照
（ATPDEA；アンデス貿易促進麻薬根絶法）
08　オーストラリア自由貿易輸出証明書 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ05-0018参照
09 　メキシコのセメント輸入承認書 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ06-1079参照
10 　米・中米貿易協定(CAFTA)TPL証明書 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ06-0936参照
11　ｶﾅﾀﾞ産の針葉樹製材の加工材輸出許可書番号 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ06-1119参照
12　 木綿のシャツ地織物免許証番号 – 管理ﾒｯｾｰｼﾞ07-0186及び07-0224参照
13 　ﾊｲﾁHOPEの獲得輸入割当量証明書 – CSMS No. 08-000339参照
21　（米）農務省(USDA)の砂糖証明書 – CSMS #13-000023参照
「注 2」
ﾃﾞｰﾀがその他（ﾃﾞｰﾀ）標識-1ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力されている時はいつでも、ﾃﾞｰﾀがその他ﾃﾞｰﾀ要素-1ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力されなければならないことに注意することが重要である。ﾃﾞｰﾀがその他（ﾃﾞｰﾀ）標識-2ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力されているなら、ﾃﾞｰﾀがその他ﾃﾞｰﾀ（要素）-2ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力されなければならない。


ｺｰﾄﾞ
説明
その他ﾃﾞｰﾀ標識-1

01
その他ﾃﾞｰﾀ要素-1ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力すべき針葉樹製材加工材の輸出価格。管理ﾒｯｾｰｼﾞ08-000139を参照のこと。
その他ﾃﾞｰﾀ標識-2
01
その他ﾃﾞｰﾀ要素-2ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力すべき針葉樹製材加工材の輸入者の申告及び輸出手数料。管理ﾒｯｾｰｼﾞ 08-000139を参照のこと。 輸入者の申告"有り"を表す文字Ｙが52桁に入力され、かつ、手数料が53-63桁に入力されなければならない。
「注 3」
2008年農業法案第15422条は、{貿易}利用者に消費［直輸入］申告提出の時に、輸入商品の取引価格が物品の最初の若しくは初期段階の販売に基いて決定されているかどうかをCBPに申告するよう要求する。
もし、輸入商品の取引価格が物品の最初の若しくは初期段階の販売に基いて決定されているなら、文字“F”が種々雑多の標識ﾌｨｰﾙﾄﾞに入力されることになっている。
種々雑多の標識ﾌｨｰﾙﾄﾞは、もしその商品価値が最初の販売取引でないと判断されるなら、空白のままにすることになっている。
管理ﾒｯｾｰｼﾞ 08-000163を参照のこと。

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 57 (入力)
これはｶﾅﾀﾞの物品税申告番号を提供する任意の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞは将来使うためのものである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 57 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に57に等しくなければならない。
	

	ｶﾅﾀﾞの物品税申告番号
	6X
	3‑8
	M
	ｶﾅﾀﾞの物品税申告番号を識別するｺｰﾄﾞ。
	

	一般売上税番号
	9N
	9‑17
	C
	一般売上税（番号）＋一字の検査数字。
	

	フィラー
	63AN
	18‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 60 (入力)
これは相殺(CVD)及び/又はﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止(ADD)関税、事件番号、製造者/供給者・符号、内国歳入庁(IRS)税、供託金比率、及び担保付の標識に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 60 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に60に等しくなければならない。
	

	相殺関税
	10N
	3‑12
	C
	当該品目名に対する相殺関税(CVD)。もし、本ﾚｺｰﾄﾞの13-22桁で報告されるCVD事件番号があるなら、この関税は必須である。もし、その関税が１ｾﾝﾄ未満なら、0000000000を入力すること。空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めてはならない。もし、事件番号がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数値［金額］が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	相殺事件番号
	10AN
	13‑22
	C
	特定の相殺関税事件を同定するｺｰﾄﾞ。ﾊｲﾌﾝを入力してはならない。もし、相殺関税（額）が0000000000以上なら、そのCVD事件番号は必須である。
	

	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止事件番号
	10AN
	23‑32
	C
	特定のﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止事件番号を同定するｺｰﾄﾞ。ﾊｲﾌﾝを入力してはならない。もし、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税(ADD)（額）が 0000000000以上なら、そのADD事件番号は必須である。
	

	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税
	10N
	33‑42
	C
	当該品目名に対するﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税(ADD)。もし、本ﾚｺｰﾄﾞの23-32桁のADD事件番号があるなら、この関税は必須である。もし、その関税が１ｾﾝﾄ未満なら、0000000000を入力すること。空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めてはならない。もし、事件番号がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数値［金額］が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	製造者/供給者の符号
	15AN
	43‑57
	M
	その製造者/供給者を識別する符号(MID)。ｶﾅﾀﾞ人の製造者/荷送人については、その符号の最初の２桁は国際標準化機構(ISO)国符号でなく、ｶﾅﾀﾞの州/直轄地に割当てられたCBP符号である。もし、その符号が15桁未満から成るなら、それは左寄せされる。製造者/供給者・符号の決定に関する包括的な説明について、1986年11月24日付けCBP通達3500-13を参照のこと。 
	1

	フィラー
	1AN
	58
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋.め。
	

	内国歳入庁税
	10N
	59‑68
	C
	内国歳入庁(IRS)に支払うべき税。非課税なら、ｾﾞﾛを入力するか若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その税額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。IRS消費税率は本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	CVD供託金比率
	5N
	69‑73
	C
	CVD供託金比率・百分率の十進表現。小数点以下４桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その比率が整数なら、小数点以下４桁にはｾﾞﾛを入れる。CVD供託金比率が適用されなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	ADD供託金比率
	5N
	74‑78
	C
	ADD供託金比率・百分率の十進表現。小数点以下４桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その比率が整数なら、小数点以下４桁にはｾﾞﾛを入れる。ADD供託金比率が適用されなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	担保付のCVD　標識
	1N
	79
	C
	CVDが担保付かどうかを示すｺｰﾄﾞ。CVDが担保付なら、1を入力し、そうでなければ、0 (ｾﾞﾛ)を入力すること。もし、相殺事件番号があるなら、担保付CVD標識は必須である。もし、事件番号がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	担保付のADD　標識
	1N
	80
	C
	ADDが担保付かどうかを示すｺｰﾄﾞ。ADDが担保付なら、1を入力し、そうでなければ、0 (ｾﾞﾛ)を入力すること。もし、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止事件番号があるなら、担保付ADD標識は必須である。もし、事件番号がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	


「注
1」
製造者IDのための有効なカナダの州/直轄地・符号は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
州/直轄地
XA
ｱﾙﾊﾞｰﾀ
XB
ﾆｭｰﾌﾞﾗﾝｽﾞｳｨｯｸ
XC
ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ
XM
ﾏﾆﾄﾊﾞ
XN
ﾉﾊﾞｽｺｼｱ
XO
ｵﾝﾀﾘｵ
XP
ﾌﾟﾘﾝｽｴﾄﾞﾜｰﾄﾞ島

ｺｰﾄﾞ
州/直轄地
XQ
ｹﾍﾞｯｸ
XS 
ｻｽｶﾁｪﾜﾝ
XT
ﾉｰｽｳｴｽﾄ･ﾃﾘﾄﾘｰｽﾞ
XV
ﾅﾅﾊﾞｯﾄ
XW
ﾆｭｰﾌｧﾝﾄﾞﾗﾝﾄﾞ島
XY
ﾕｰｺﾝﾃﾘﾄﾘｰ
　　
（訳者補足）相殺／ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税の暫定措置

補助金／正常価格との差の額に相当すると推定される額の担保の提供。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 62 (入力)
これは利用者手数料に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞは明細項目に付随する全ての税・料金ｺｰﾄﾞとその総額を報告するために必要に応じて繰り返される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 62 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に62に等しくなければならない。
	

	関税率表番号
	10AN
	3‑12
	O
	輸入しようとしている物品の分類番号を表す注解合衆国・実行関税率表(HTS)のｺｰﾄﾞ。もし、分類ｺｰﾄﾞが499(MPF)又は501(HMF)なら、その関税率表番号は要求されない。
	1

	（手数料）分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	13‑15
	M
	徴収されようとしている税・料金の種類を識別するｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	利用者手数料総額
	8N
	16‑23
	M
	連邦規定により課されるところの公示手数料を表す詳細項目ﾃﾞｰﾀに付随する価格。もし、この品目に適用できる手数料がなければ、ﾚｺｰﾄﾞの識別子 62は要求されない。商業貨物税関使用料(MPF)がこの詳細項目に適用できるが、それが0.01ﾄﾞﾙ未満と算定される時はいつでも、分類ｺｰﾄﾞに499を入力し、利用者手数料総額に０（ｾﾞﾛ）を入力すること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数値［金額］が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	フィラー
	57AN
	24‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
商業貨物税関使用料(MPF)は次のいずれかに該当する製品には適用しない：

• 9802.00.60項及び9802.00.80項に分類される物品を除く、HTSの98類に規定

される製品。

• 合衆国の島嶼領［ﾄｳｼｮﾘｮｳ］の製品。

• HTSの.一般的注釈4(b)に示されるところの発展途上国(LDDC)に指定されて

いる国の製品。

• カリブ海経済回復促進法のための受益国(HTSの一般的注釈7(a)).に指定され

る国の製品。

「注
1 – 続き」
HTS番号9802.00.60及び9802.00.80に分類される物品について、その商業貨物税関利用料(MPF)は.外国加工の価格に、即ち、当該商品の価格から合衆国製の構成部品費を引いた商品価格に限り課される。.

外国貿易地域で加工される農産物について、商業貨物税関利用料(MPF)は、容器を作るために使用される材料の価格に課される、但し、その材料が輸入申告を条件とし、かつ、その容器が前述の商品を梱包するために使用される場合に限る。
ｶﾅﾀﾞ又はﾒｷｼｺのための北米自由貿易協定(NAFTA) のもとに税関に申告される製品について、商業貨物税関利用料(MPF)は省かれる。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子  70 (入力)
これは２番目の関税率表番号、関税、数量、測定単位、特別（関税）制度標識、及び価格に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞはﾚｺｰﾄﾞの識別子50に類似している。もし、物品が３個以上の関税率表番号を必要とするなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子80又は81が要求される。３個以上の関税率表番号を必要とする物品（の関税計算）に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｆを参照のこと。
利用者は、彼等独自のｼｽﾃﾑ内に、関税率表番号間の関係を定めるためのﾌｧｲﾙを設定する責任を負う。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 70  (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に70に等しくなければならない。
	

	関税率表番号 2
	10AN
	3‑12
	M
	その２番目の関税率表番号を表す注解合衆国・実行関税率表(HTS)にあるｺｰﾄﾞ。
	

	特別（関税）制度標識（二義的）
	1X
	13
	C
	二義的特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	

	関税
	10N
	14‑23
	C
	２番目の関税率表番号に関連する関税を表す価格。もし、２つの関税率が要求される（即ち、従量及び従価税率）なら、２つの総額を合算すること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。関税ｾﾞﾛが確かなら、ｾﾞﾛを入力すること。
	

	数量1
	12N
	24‑35
	C
	２番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位1
	3AN
	36‑38
	C
	２番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 2
	12N
	39‑50
	C
	２番目の関税率表番号に関連する２番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位2
	3AN
	51‑53
	C
	２番目の関税率表番号に関連する２番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示される関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 3
	12N
	54‑65
	C
	２番目の関税率表番号に関連する３番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位3
	3AN
	66‑68
	C
	２番目の関税率表番号に関連する３番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。３番目の測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示される関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される３番目の測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	価格
	10N
	69‑78
	C
	２番目の関税率表番号に分類される物品の価格。
	

	特別（関税）制度標識（基本的又は国別）
	2AN
	79‑80
	C
	基本的かそれとも国別の特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。もし、基本的及び国別の両方の特別（関税）制度標識があるなら、一つだけ入力すること。左寄せすること。有効なｺｰﾄﾞについて、本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 80 (入力)
これは３番目の関税率表番号、関税、数量、測定単位、価格、及び特別（関税）制度標識ｺｰﾄﾞに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞはﾚｺｰﾄﾞの識別子50に類似している。もし、物品が４個以上の関税率表番号を必要とするなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子81が要求される。４個以上の関税率表番号を必要とする物品（の関税計算）に関する追加情報について本刊行物の補遺Ｆを参照のこと。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 80 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に80に等しくなければならない。
	

	関税率表番号3
	10AN
	3‑12
	M
	その３番目の関税率表番号を表す注解合衆国・実行関税率表(HTS)にあるｺｰﾄﾞ。
	

	特別（関税）制度標識（二義的）
	1X
	13
	C
	二義的特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	

	関税
	10N
	14‑23
	C
	３番目の関税率表番号に関連する関税を表す価格。もし、２つの関税率が要求される（即ち、従量及び従価税率）なら、それら２つの金額（従量及び従価税）を組み合わせること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、関税が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。関税ｾﾞﾛが確かなら、ｾﾞﾛを入力若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	数量 1
	12N
	24‑35
	C
	３番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位1
	3AN
	36‑38
	C
	３番目の関税率表番号に関連する最初の若しくは唯一の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 2
	12N
	39‑50
	C
	３番目の関税率表番号に関連する２番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位2
	3AN
	51‑53
	C
	３番目の関税率表番号に関連する２番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 3
	12N
	54‑65
	C
	３番目の関税率表番号に関連する３番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位3
	3AN
	66‑68
	C
	３番目の関税率表番号に関連する３番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	価格
	10N
	69‑78
	C
	３番目の関税率表番号に分類される物品の価格。
	

	特別（関税）制度標識（基本的又は国別）　
	2AN
	79‑80
	C
	基本的かそれとも国別の特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。もし、基本的及び国別の両方の特別（関税）制度標識ｺｰﾄﾞがあるなら、一つだけ入力すること。有効なｺｰﾄﾞについて、本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 81 (入力)
これはある関税率表番号、関税、数量、測定単位、価格、及び特別（関税）制度標識ｺｰﾄﾞに関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の明細項目入力ﾚｺｰﾄﾞである。このﾚｺｰﾄﾞは、４個以上の関税率表番号が１つの明細項目に関連する場合に要求される。それは必要に応じて繰り返し使用できる。このﾚｺｰﾄﾞの識別子はﾚｺｰﾄﾞの識別子50に類似している。４個以上の関税率表番号を必要とする物品（の関税計算）に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｆを参照のこと。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 81 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に81に等しくなければならない。
	

	追加の関税率表番号
	10AN
	3‑12
	M
	ある関税率表番号を表す注解合衆国・実行関税率表(HTS)にあるｺｰﾄﾞ。
	

	特別（関税）制度標識（二義的）
	1X
	13
	C
	二義的特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞについて本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	

	関税
	10N
	14‑23
	C
	この関税率表番号に関連する関税を表す価格。もし、２つの関税率が要求される（即ち、従量及び従価税率）なら、それら２つの金額（従量及び従価税）を組み合わせること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。関税ｾﾞﾛが確かなら、ｾﾞﾛを入力若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	数量 1
	12N
	24‑35
	C
	この関税率表番号に関連する最初の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。その他CBP用途に単位未満の端数が必要(例えば、蒸留酒)とされない.限り、統計作成用に整数で数量を報告する。端数を表現する場合、10進法数のみ使用すること。
	

	（測定）単位1
	3AN
	36‑38
	C
	最初の若しくは唯一の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 2
	12N
	39‑50
	C
	この関税率表番号に関連する２番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。
	

	（測定）単位2
	3AN
	51‑53
	C
	この関税率表番号に関連する２番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。この測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁に表示されるその関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	数量 3
	12N
	54‑65
	C
	この関税率表番号に関連する３番目の数量を表す数値。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。  もし、その数量が整数なら、小数点以下２桁にはｾﾞﾛを入れる。　
	

	（測定）単位3
	3AN
	66‑68
	C
	この関税率表番号に関連する３番目の測定単位を表すｺｰﾄﾞ。３番目の測定単位は本ﾚｺｰﾄﾞの3-12桁の関税率表番号について実行関税率表(HTS)に掲載される３番目の測定単位と完全に一致しなければならない。
	

	価格
	10N
	69‑78
	C
	この関税率表番号に分類される物品の価格。
	

	特別（関税）制度標識（基本的又は国別）　
	2AN
	79‑80
	C
	基本的かそれとも国別の特別（関税）制度標識を表すｺｰﾄﾞ。もし、基本的及び国別の両方の特別（関税）制度標識ｺｰﾄﾞ標識があるなら、一つだけ入力すること。有効なｺｰﾄﾞについて、本刊行物の補遺Ｂを参照のこと。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 89 (入力)
各税･料金総額に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを集計する条件付の明細項目管理入力ﾚｺｰﾄﾞ。詳細ﾃﾞｰﾀはﾚｺｰﾄﾞの識別子34及び62で報告される。ﾚｺｰﾄﾞの識別子89は必要に応じて繰り返される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 89 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に89に等しくなければならない。
	

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	3‑5
	M
	CBPの勘定ｺｰﾄﾞ。有効な分類コードは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	合計金額
	11N
	6‑16
	M
	その前のﾌｨｰﾙﾄﾞの分類ｺｰﾄﾞに対する推定総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	17‑19
	C
	CBPの勘定ｺｰﾄﾞ。有効な分類コードは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	合計金額
	11N
	20‑30
	C
	その前のﾌｨｰﾙﾄﾞの分類ｺｰﾄﾞに対する推定総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	31‑33
	C
	CBPの勘定ｺｰﾄﾞ。有効な分類コードは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	合計金額
	11N
	34‑44
	C
	その前のﾌｨｰﾙﾄﾞの分類ｺｰﾄﾞに対する推定総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	45‑47
	C
	CBPの勘定ｺｰﾄﾞ。有効な分類コードは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	合計金額
	11N
	48‑58
	C
	その前のﾌｨｰﾙﾄﾞの分類ｺｰﾄﾞに対する推定総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	分類ｺｰﾄﾞ
	3N
	59‑61
	C
	CBPの勘定ｺｰﾄﾞ。有効な分類コードは本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	合計金額
	11N
	62‑72
	C
	その前のﾌｨｰﾙﾄﾞの分類ｺｰﾄﾞに対する推定総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	1

	フィラー
	8AN
	73‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
もし、港湾維持料(HMF)の総額が3.00ﾄﾞﾙ以下であり、かつ、その他貨物の手数料、内国歳入庁税、又は関税のどれも通関申告した物に適用されないなら、ﾚｺｰﾄﾞの識別子90の49-59桁に0.00ﾄﾞﾙを入力すること。
税・料金を分類ｺｰﾄﾞ別に合算する：

・分類ｺｰﾄﾞ499は、各明細項目ﾚｺｰﾄﾞ毎の商業貨物税関使用料(MPF)の総計を示さなければならない。実際の総計が25.00ﾄﾞﾙ未満なら、25.00ﾄﾞﾙを使用する。実際の総計が485.00ﾄﾞﾙを超えるなら、485ﾄﾞﾙを使用する。各明細項目毎の実際の総計が25.00ﾄﾞﾙから485.00ﾄﾞﾙまでなら、実際の総額を使用する。

・その他の税・料金総額を規定通りに報告すること。

ある通関申告中の１つ以上の品目に0.21ﾊﾟｰｾﾝﾄのMPF料率が要求されるなら、その時、最小及び最大料金はそれぞれ25.00ﾄﾞﾙ及び485.00ﾄﾞﾙとなる。
通商法 （下院の法案）H.R. 2832は、正式通関申告の商業貨物税関使用料(MPF)料率（分類ｺｰﾄﾞ499）を0.21ﾊﾟｰｾﾝﾄ (.0021) から0.3464ﾊﾟｰｾﾝﾄ (.003464)に変更した。25.00ﾄﾞﾙの最小商業貨物税関使用金額及び485.00ﾄﾞﾙの最大商業貨物税関使用金額は新しいMPF料率(.003464)でも変わっていない。 

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 90 (入力)
これは関税、税金、ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止又は相殺関税のそれぞれ小計 、及び該納税申告の総額に関する納税申告ﾃﾞｰﾀを提供する必須の明細項目管理入力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 90 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	2N
	1‑2
	M
	常に90に等しくなければならない。
	

	推定関税総額
	11N
	3‑13
	C
	推定関税総額を表す金額。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。推定関税総額がなければ、ｾﾞﾛを入力すること。
	

	予定納税額総合計
	11N
	14‑24
	C
	予定納税総額を表す価格。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。予定納税額総合計がなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	繰り延べ税金標識
	1N
	25
	C
	その税金が繰り延べされることになっているかどうかを示すｺｰﾄﾞ。有効な繰り延べ税金標識ｺｰﾄﾞは：
1 = 繰り延べ税金

2 = 電子式資金移動(EFT)により支払われる繰り延べ税金

0 = 繰り延べ税金なし
電子式資金移動(EFT)の繰り延べ税金標識(2)を使用する前に、ｱﾒﾘｶ財務ｾﾝﾀｰ(NFC)と協定を結ばなければならない。 
	

	フィラー
	1AN
	26
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	相殺関税額総計
	11N
	27‑37
	C
	全ての品目名に対する支払いまたは担保付の相殺関税総額を表す価格。もし、税率がｾﾞﾛ又は関税額なしを報告中なら、ｾﾞﾛを入力するか若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ防止関税額総計
	11N
	38‑48
	C
	全ての品目名に対する支払いまたは担保付のﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸ防止関税総額を表す価格。もし、税率がｾﾞﾛ又は関税額なしを報告中なら、ｾﾞﾛを入力するか若しくは空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。
	

	（利用者）手数料額総合計
	11N
	49‑59
	C
	本ﾚｺｰﾄﾞに関する全ての（利用者）手数料の合計を書き込むこと。
小数点以下２桁が暗に含まれている［の小数点が暗示的に固定されている］。もし、その金額が整数（ﾄﾞﾙ）なら、小数点以下２桁（ｾﾝﾄ）にはｾﾞﾛを入れる。もし、港湾維持料(HMF)の総額が3.00ﾄﾞﾙ以下であり、かつ、その他貨物の手数料、内国歳入庁税、又は関税のどれも通関申告した物に適用されないなら、本ﾚｺｰﾄﾞの49-59桁に0.00ﾄﾞﾙを入力すること(ﾃﾞﾐﾆﾐｽ条項)。
	

	納税申告の総額
	11N
	60‑70
	C
	該納税申告に係わる輸入価格総計を表す完全（整数）ドル表示の価格。
	

	フィラー
	10AN
	71‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H (入力)
これは地区/通関地符号、通関申告者略号、申告番号、支払い方法［種別］標識、仮取引明細書印刷日付、及び(CBP)顧客部門指定に関するﾃﾞｰﾀを提供する任意の入力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1N
	1
	M
	常にHに等しくなければならない。 
	

	納税申告をする　地区/通関地
	4N
	2‑5
	M
	納税申告をする地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	6‑8
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	9‑17
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	支払い種別標識
	1N
	18
	M
	支払い種別標識を表す記号。 
	1

	仮取引明細書印刷日付
	6N
	19‑24
	M
	このﾌｨｰﾙﾄﾞは日次取引明細書の使用権限を授与されるACS参加者に適用する。それ［このﾌｲｰﾙﾄﾞ］は仮取引明細書に載る本納税申告のために選択される日付である。それは現在の日付を超えなければならず、また、土曜日、日曜日、又は祝日であってはならない。それは取引明細書（代金）が支払われる日付に先行するものとする。時宜を得た申告と取引明細書の納付を可能にする仮取引明細書印刷日付の送信は申告者の責任である。ｼｽﾃﾑ日付より90日を超える仮取引明細書印刷日付は拒否される。支払い種別標識＝2, 3, 5, 6, 7, 又は 8の場合、仮取引明細書印刷日付をMMDDYY (月、日、年) 形式で入力すること。支払い種別標識＝1の場合、又は一括支払いを認可されていないなら、このﾃﾞｰﾀﾌｨｰﾙﾄﾞを空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。この日付はﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ処理に必須である。
	


	顧客部門の指定
	2AN
	25‑26
	C
	申告者が別々の明細書を同一通関地符号内の個別部門に指定できるようにする略号。この略号は顧客部門の指定を利用する明細書の申告者には必須である。処理・地区/通関地符号、仮取引明細書印刷日付、支払い種別標識、及び顧客部門指定の略号が同一の納税申告は同じ取引明細書に載っている。このﾌｨｰﾙﾄﾞは書式の合ったものだけ編集される。通関地での本ﾌｨｰﾙﾄﾞの使用にはCBP相談窓口担当官による事前承認を必要とする。
	

	月次一括納税(PMS)月
	24A
	27-28
	C
	当該納税申告が仮月次一括納税明細書に載っている月の数値表示の月(MM)。（例）商品が６月に通関され又は引き渡された、それなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞは07（７月）と入力する。
	

	フィラー
	52AN
	29-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
有効な支払い種別標識記号 は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
1
納税申告の支払いが当該納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて個別的に行われる

予定の場合。
2
支払いが仮取引明細書印刷日付と通関申告者略号により一括処理される

予定の場合。
3
支払いが仮取引明細書印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により

一括処理される予定の場合。
5
支払いが仮取引明細書印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ輸入者の登録輸入者番号により一括処理される予定の場合。
6
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合。
7
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により一括処理される予定の場合。
8
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ登録輸入者番号 により一括処理される予定の場合。 

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H1 (出力)
これは地区/通関地符号、通関申告者略号、申告番号、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ、認証状態ｺｰﾄﾞ、支払い種別標識、仮取引明細書印刷日付、通関業者整理番号、及び顧客部門の指定に関するﾃﾞｰﾀを提供する必須の出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H1 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にHに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に1に等しくなければならない。 
	

	納税申告をする　地区/通関地
	4N
	3‑6
	M
	納税申告をする地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	7‑9
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	10‑18
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ識別子
	3AN
	19‑21
	M
	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを識別するｺｰﾄﾞ。
	

	説明的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	22‑61
	M
	そのﾚｺｰﾄﾞが更新されたか、それとも、ｴﾗｰ状態にあるかどうかを示す説明的ﾒｯｾｰｼﾞ。
	

	認証状態ｺｰﾄﾞ
	1AN
	62
	M
	認証状態を表すｺｰﾄﾞ。このｺｰﾄﾞは将来使うためにとってある。
	

	支払い種別標識
	1N
	63
	C
	支払い種別を表す記号。 
	1

	仮取引明細書印刷日付
	6N
	64‑69
	C
	仮取引明細書印刷日付を表す MMDDYY (月、日、年)形式での数値表示の日付。
	

	通関業者整理番号
	9X
	70‑78
	O
	ACS処理により編集され又は変更されることはない、参加者により規定される任意のｺｰﾄﾞ。
	


	顧客部門の指定
	2AN
	79‑80
	C
	申告者が別々の明細書を同一通関地符号内の個別部門に指定できるようにする略号。
	


「注
1」
有効な支払い種別標識記号 は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
1
納税申告の支払いが当該納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて個別的に行われる

予定の場合。
2
支払いが仮取引明細書印刷日付と通関申告者略号により一括処理される

予定の場合。
3
支払いが仮取引明細書印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により

一括処理される予定の場合。
5
支払いが仮取引明細書印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ輸入者の登録輸入者番号により一括処理される予定の場合。
6
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と通関申告者略号により一括処理される予定の場合。
7
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と登録輸入者番号（ｱｶｳﾝﾄ番号）により一括処理される予定の場合。
8
支払いが仮取引明細定時日報印刷日付と幾つかの下位区分［部門］（添え字）を持つ登録輸入者番号 により一括処理される予定の場合。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H2 (出力)
これは、納税申告が（支払い方法変更のため）未払い仮取引明細書から削除される若しくは前述のH入力ﾚｺｰﾄﾞが拒絶された場合に戻される、条件付の明細書削除出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 H2 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にHに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に2に等しくなければならない。 
	

	納税申告をする　地区/通関地
	4N
	3‑6
	M
	納税申告をする地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	7‑9
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	10‑18
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	取引明細書番号
	10N
	19‑28
	C
	その明細書に割当てられる番号。
	

	未払い金総額
	11N
	29‑39
	C
	未払い金総額を表す価格。
	

	月次一括納税明細書番号
	10N
	40‑49
	C
	取引明細定時日報番号に割り振る月次一括納税明細書番号。
	

	月次一括納税の未払い金総額
	11N
	50-60
	C
	未払いの月次一括納税金総額。
	

	フィラー
	20AN
	61-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF10 (入力)

輸入者保安申告ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ
これは、提出/積荷種別、ISF輸入者番号、及び担保入れ詳細に関連する情報を提供する必須のﾍｯﾀﾞｰ入力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF10 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF10に等しくなければならない。 
	

	ISF提出種別
	1N
	5
	M
	常にｺｰﾄﾞは1=輸入者保安申告10(ISF-10)提出
	

	積荷種別ｺｰﾄﾞ
	2N
	6-7
	M
	提示されているところの積荷の種類を特定するコード。
	1

	ｱｸｼﾖﾝのｺｰﾄﾞ
	1A
	8
	M
	A = 追加, D = 削除, R = 置換
	2

	ｱｸｼｮﾝの理由ｺｰﾄﾞ
	2X
	9-10
	C
	常にCT =完備したﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ
	2

	ISF輸入者番号限定子
	3X
	11-13
	M
	ISF輸入者番号ﾌｨｰﾙﾄﾞで提供されるﾃﾞｰﾀの種別を意味する限定子。
	3

	ISF輸入者番号
	15X
	14-28
	M
	ISF輸入者番号。
	3

	予備
	8X
	29-36
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	輸送方式
	2N
	37-38
	O
	船舶、コンテナ以外 = ‘10’ (混載ばら積み)、
船舶、コンテナ= ‘11’。
	

	ISF取引番号　
	15X
	39-53
	C
	CBPにより割当てられる固有の取引識別子。CBPは、SN（適用業務識別子）ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ･ｾｯﾄ内のCBPからISF申告者への出力応答（SF90のISF取引番号）から成るSF10ﾚｺｰﾄﾞで戻されることになる、固有のISF取引番号 (FFF-NNNNNNNNNNN)を割当てる。FFF=申告者略号、及びNNNNNNNNNNN=連続した数字番号。ｱｸｼｮﾝのｺｰﾄﾞがAdd の場合、本ﾌｨｰﾙﾄﾞには空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋めが必要である。 
	

	SCAC識別子
	4A
	54-57
	O
	運送会社識別ｺｰﾄﾞ(SCAC)。当該ｺﾝﾃﾅを運送している船舶運航者のSCAC。
	

	税関担保保持者
	15X
	58-72
	C
	そのISF申告に（税関）担保の保持が義務付けられている当事者の識別番号。
	4

	（税関）担保業務コード
	2AN
	73-74
	C
	使用中の税関担保に係わる業務を特定するCBPのｺｰﾄﾞ。 
	4

	担保の種類
	1N
	75
	C
	担保の種類を識別するCBPのコード。
	4

	フィラー
	3X
	76-78
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	予備
	2X
	79-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
積荷種別コードの有効値は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
01
標準的若しくは定期的な貨物
02
指図式(To order)貨物
04
米軍又は政府物資の船積み
07
返送される合衆国貨物
09
国際郵便貨物
10
大陸棚沖合船積み貨物
「注
2」
”削除”ｱｸｼｮﾝのｺｰﾄﾞについては、ただSF10ﾚｺｰﾄﾞを SN出力ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ(SF90)で予め提供されたISF取引番号を添えて提出するよう義務付けられているだけである。
ｱｸｼｮﾝの理由ｺｰﾄﾞについては、ｱｸｼｮﾝのｺｰﾄﾞが‘A’ (追加) 又は ‘R’ (置換)の場合にCTが必須である：
CT =完備したﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ⇔ﾃﾞｰﾀが揃っており、特定の柔軟性規則も適用されていない。"CT"が使用される時はいつでも、必要ならそのISFを更新できる、しかし、CBPはそのISFを更新するよう強制しない。
「注
3」
データ要素の限定子であるISF輸入者番号限定子（左寄せ）は次の通り：
EI
雇用者（識別）番号(IRS #) 

ANI
CBP割当番号
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社会保障番号
ISF輸入者番号の有効な書式は次の通り：
NN‑NNNNNNNXX

内国歳入庁(IRS)番号
YYDDPP‑NNNNN

CBP割当て番号
NNN‑NN‑NNNN

社会保障番号
これらの符号において、N=数字、X=英数字、YY=その番号が割当てられた時点の暦年の最後の２桁、及びDDPP=その番号が割当てられた場所の地区/通関地符号。
もし、ISF輸入者番号が内国歳入庁(IRS)番号形式であってその最後の2桁が空白［ｽﾍﾟｰｽ］なら、システムは空白［ｽﾍﾟｰｽ］をｾﾞﾛに変換するものとする。輸入者保安申告出力ﾃﾞｰﾀは、２個の空白[ｽﾍﾟｰｽ]が入力されていた場合、ISF輸入者番号の最後の２桁をｾﾞﾛと表示するものとする。
「注
4」
担保の種類９は、税関担保（保持者）業務ｺｰﾄﾞが16の場合に限り使用される。もしこの条件であるなら、SF20（ﾚｺｰﾄﾞ）が（税関担保の参照資料に係わる）保証人ｺｰﾄﾞ(V1)及び担保整理番号(SBN)の両方に義務付けられている。「注」：   担保整理番号は担保証書の番号（と同じ）ではない。 

全ての追加若しくは置換ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて、積荷種別ｺｰﾄﾞ= 01, 02, 07, 又は 10の場合で、かつ、そのISF輸入者 が 登録輸入者と同一でない時、担保情報は必須である。その他の全てのﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝについて 空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。 

ISF輸入者が登録輸入者と同一の当事者なら、これらのﾌｨｰﾙﾄﾞは空白で埋められなければならない。該提出物の記入部分で提示される担保情報は、併せてISFの担保要件を満たすためにも使用される。 

税関担保保持者の有効な書式は次の通り：
NN‑NNNNNNNXX

内国歳入庁(IRS)番号
YYDDPP‑NNNNN

CBP割当て番号
NNN‑NN‑NNNN

社会保障番号
有効な税関担保（保持者）業務コードは：
ｺｰﾄﾞ
説明
01
輸入者若しくは通関業者
02
保税商品の管理者
03
国際運送業者
04
外国貿易地域内の(FTZ)事業者
16
輸入者保安申告(ISF)税関担保（保持者）
有効な担保の種類は：
8
根［継続］
9
単独取引
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF20 (入力)

参照識別子レコード
これは参照ﾃﾞｰﾀを提供する条件付の入力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF20 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF20に等しくなければならない。 
	

	参照識別子の限定子
	3AN
	5-7
	M
	参照識別子を限定するコード。
	1

	参照識別子
	50AN
	8-57
	M
	ｽﾍﾟｰｽ､ﾊｲﾌﾝ(-)､ｽﾗｯｼｭ(/)又はその他の特殊文字を含まぬこと。
	

	フィラー
	23X
	58-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
有効な限定子ｺｰﾄﾞは：
SBN
担保整理番号 (注：これは担保証書の番号と同じものではない)

V1 
保証人ｺｰﾄﾞ
CR
ﾕｰｻﾞｰ定義の参照番号
担保（保持者）業務ｺｰﾄﾞが'16'で、かつ、担保の種類が'9'の場合、V1及びSBNが必要である。 

CR（ﾕｰｻﾞｰ定義）は（適用業務識別子）SN及びSAの両方のﾒｯｾｰｼﾞで返される任意のﾕｰｻﾞｰ定義ﾌｨｰﾙﾄﾞである。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF25 (入力)

コンテナ/設備レコード
これは各コンテナ毎に情報を報告するために使用される任意の入力レコードである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF25 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF25に等しくなければならない。 
	

	設備記述コード
	2X
	5-6
	M
	その設備を記述［説明］するコード。有効なｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Ｂにある。
	

	設備の頭文字
	4A
	7-10
	M
	設備通し番号に先行する英字接頭辞
	

	設備番号
	15N
	11-25
	M
	当該設備の通し番号。
	

	設備番号検査　数字
	1N
	26
	C
	設備番号の検査数字。全ての複合一貫輸送設備が検査数字を有するとは限らない、でも、もしその設備が検査数字をもつなら、ここでそれを報告しなければならない。
	

	設備の寸法種別　ｺｰﾄﾞ
	4AN
	27-30
	O
	設備の種類を識別するｺｰﾄﾞ。有効なｺｰﾄﾞは本刊行物の補遺Ｂにある。
	

	フィラー
	50X
	31-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF30 (入力)

企業・団体の名称及び種別レコード
これはその身元を報告中の営利企業・団体の種類を識別する必須のﾚｺｰﾄﾞである。
営利企業･団体を報告する時はいつでも、もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞの企業･団体ｺｰﾄﾞが次のｺｰﾄﾞMF (製造者), SE (販売者), BY (購入者), ST (配送先（の事業者）), CS (混載業者), 又はLG (コンテナ詰め場所)に等しいなら、SF30, SF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞが使用されなければならない。SF30ﾚｺｰﾄﾞは報告中の企業・団体を特定する。SF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞは、合衆国以外の住所の書式に見られる色々な習慣に適応するために、（それぞれ）住所及び地理的な位置報告のための解析対象ﾌｨｰﾙﾄﾞを提供する。二者択一的に、これら当事者のいずれかの名称及び住所を報告する代わりに、DUNS番号が使用される。その上、ST（届け先）を報告するためにFIRMSｺｰﾄﾞが使える。DUNS番号若しくはFIRMSｺｰﾄﾞが使用されるなら、SF30ﾚｺｰﾄﾞ以外は要求されない。
もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞが企業・団体ｺｰﾄﾞCN（荷受人）を含むなら、それなら営利企業・団体を報告するためにSF30ﾚｺｰﾄﾞのみが使用される。 

	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF30 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF30に等しくなければならない。 
	

	企業･団体ｺｰﾄﾞ
	3A
	5-7
	M
	報告中の営利企業・団体の種類を識別するｺｰﾄﾞ。
	1

	企業・団体の名称
	35X
	8-42
	C
	企業・団体ｺｰﾄﾞで識別される企業・団体の名称。企業・団体識別子が使用される場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは空白［ｽﾍﾟｰｽ］でなければならない。
	

	企業・団体識別子の限定子
	3X
	43-45
	C
	企業・団体識別子が名称及び住所に代えて提供されているところなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞが使用されなければならない。もし、企業･団体ｺｰﾄﾞがCNなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	2

	企業・団体識別子
	20X
	46-65
	C
	企業・団体識別子の限定子で特定されるコード。もし、企業･団体ｺｰﾄﾞがCNなら、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。
	2

	製造者/供給者の符号
	15X
	66-80
	C
	その製造者/供給者を識別する符号(MID)。その符号を導くための法則については、1986年11月24日付けCBP通達3500-13を参照のこと。
	3


「注
1」
有効な企業・団体コードは次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
MF
製造者/供給者
SE
販売業者


BY
購買業者


ST
配送先（の事業者）
LG
コンテナ詰めの予定場所
CS
混載業者
CN
荷受人*

*もし、その積荷と関連する荷受人がただ一人なら、（納税申告EI）10ﾚｺｰﾄﾞで報告される荷受人番号は輸入者保安申告 (ISF)目的にも有効である。もし、複数の荷受人が含まれるなら、追加の荷受人番号をSF30ﾚｺｰﾄﾞで報告すること。
「注
2」
企業・団体識別子の限定子の有効値は次の通り：
EI
=
雇用主識別番号 (IRS #) 



有効な書式は：
NN‑NNNNNNNXX


企業･団体コードがSE, BY,又は CN以外の場合に、この限定子を使

用してはならない。
ANI
=
CBP割当の番号


有効な書式は：
YYDDPP‑NNNNN


企業･団体コードがSE, BY,又はCN以外の場合に、この限定子を使

してはならない。
CIN
=
CBPで暗号化された荷受人ID



有効な書式は：
‑CCCCCCCCCCC


企業･団体コードがSE, BY,又は CN以外の場合に、この限定子を使用してはならない。
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=
社会保障番号


有効な書式は：
NNN‑NN‑NNNN


企業･団体コードがSE, BY,又は CN以外の場合に、この限定子を使用してはならない。
DUN
=
ダンズ番号


有効な書式は：
NNNNNNNNN


企業･団体コードがMF, SE, BY, ST, LG,又は CS以外の場合に、この限定子を使用してはならない。
「注
2 – 続き」
DNS
=
ﾀﾞﾝｽﾞ番号+4 文字の接尾辞


有効な書式は：
NNNNNNNNNNNNN


企業･団体コードがMF, SE, BY, ST, LG,又は CS以外の場合に、この限定子を使用してはならない。
FR
=
施設情報源管理システム(FIRMS) コード


有効な書式は
ANNN


企業･団体コードがST以外の場合に、この限定子を使用してはなら
ない。

これらの符号において、A = 英字、N=数字、X=英数字、YY=その番号が割当てられた時点の暦年の最後の２桁、DDPP=その番号が割当てられた場所の地区/通関地符号及び

C =英数字又は特殊文字。
古いCBP割当番号 (NNNN-NNNNN)の使用期限は１９９２年７月１日に切れた。古い形式の輸入者番号は全て無効状態に置かれることになる。
「注
3」
企業･団体ｺｰﾄﾞ=MFの場合、このﾌｨｰﾙﾄﾞは必須である。その他全てのﾄﾗﾝｻﾞｸｼﾖﾝではこれを空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。 

この位置（桁）で報告されるMIDは製造者の名称及び住所を、その納税申告提出物の範囲内で記録される直接関係のある関税率表番号と原産国の一組又は複数組と結び付ける。納税申告に係わる一意のMID毎に、SF30ﾙｰﾌﾟが要求される。
製造者識別(MID)番号(CM)の書式は1986年11月24日付けCBP通達3500-13に準拠しなければならない。
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF31 (入力)

企業・団体の副次的［補助的］名称レコード
これはその前のSF30ﾚｺｰﾄﾞで報告される営利企業・団体の副次的名称を提供する任意のﾚｺｰﾄﾞである。 

	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF31 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF31に等しくなければならない。 
	

	企業･団体ｺｰﾄﾞ
	3A
	5-7
	M
	副次的名称の種類を識別するｺｰﾄﾞ。
	1

	企業・団体の名称
	35X
	8-42
	C
	SF30ﾚｺｰﾄﾞで報告される企業・団体の副次的名称。
	

	フィラー
	38X
	43-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
有効な企業・団体コードは次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
ALA
代替届け先人
DH
の名前で事業経営中
DV
（官庁の）局
NU
旧社名
NV
旧事業体名称
XD
別名 (使用されるその他名称)
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF35 (入力)

企業・団体の住所レコード
これは企業･団体の住所ﾃﾞｰﾀから成る情報を送信するために使用される条件付ﾚｺｰﾄﾞである。企業・団体の名称又は企業・団体識別子の一方のみをSF30（ﾚｺｰﾄﾞ）毎に規定できる。もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞが企業･団体の名称を含むなら、それならSF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞが使用されなければならない。もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞが企業･団体識別子を含むなら、それならSF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞは使用されない。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF35 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF35に等しくなければならない。 
	

	住所構成要素の　限定子
	2AN
	5-6
	M
	住所情報（のﾃﾞｰﾀ要素）を類型化する住所構成要素の限定子。
	1

	住所情報
	35AN
	7-41
	M
	住所構成要素の限定子（・ﾃﾞｰﾀ要素）に対応する住所情報。
	

	住所構成要素の　限定子
	2AN
	42-43
	O
	住所情報（のﾃﾞｰﾀ要素）を類型化する住所構成要素の限定子。
	1

	住所情報
	35AN
	44-78
	O
	住所構成要素の限定子（・ﾃﾞｰﾀ要素）に対応する住所情報。
	

	フィラー
	2X
	79-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


「注
1」
有効な住所構成要素の限定子は次の通り：
ｺｰﾄﾞ
説明
01
番地
02
通りの名前
05
私書箱番号
12
建屋名
13
アパートの部屋番号
14
ビル内の部屋番号
15
構造化されていない所在地住所
28
団体の名称
30
埠頭
31
建物などの翼
32
階数
35
室
37
ユニット
57
交差道路
AK
家屋番号
ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF36 (入力)

企業・団体の地理（学）的地域レコード
これはSF30ﾚｺｰﾄﾞで報告される企業･団体の住所に関連するその都市、国（名）、地理的にそれらより下位の自治体のｺｰﾄﾞ及び郵便番号に関するﾃﾞｰﾀを提供する条件付ﾚｺｰﾄﾞである。企業・団体の名称又は企業・団体識別子の一方のみをSF30（ﾚｺｰﾄﾞ）毎に規定できる。もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞが企業･団体の名称を含むなら、それならSF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞが使用されなければならない。もし、SF30ﾚｺｰﾄﾞが企業･団体識別子を含むなら、それならSF35及びSF36ﾚｺｰﾄﾞは使用されない。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF36 (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF36に等しくなければならない。 
	

	都市名
	35AN
	5-39
	M
	その企業・団体が所在する住所の内の都市の部分。
	

	地方自治体の　　コード
	3AN
	40-42
	C
	I ISO地方区分コード – http://www.unece.org/cefact/locode/service/sublocat.htm 
	

	フィラー
	6X
	43-48
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	郵便番号
	15AN
	49-63
	C
	郵便番号 (即ち、米国におけるｼﾞｯﾌﾟｺｰﾄﾞ)。郵便番号が入手できないなら、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋めること。
	

	国符号
	2A
	64-65
	M
	当該住所の内の国の部分を表す国際標準化機構(ISO)国符号。ISO国符号の　一覧表は本刊行物の補遺Bの中に見出せる。
	

	フィラー
	15X
	66-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF90 (出力)

エラー又は受理/拒否メッセージ・レコード
これは受理/拒否情報を、輸入者保安申告(ISF-10)を提出した企業･団体に提供するために使用される必須の出力レコードである。 

受信したISF入力が処理され、かつ、誤りのないことが分かる時はいつでも、CBPは（ﾚｺｰﾄﾞの識別子）10ﾚｺｰﾄﾞ、22ﾚｺｰﾄﾞ、SF10ﾚｺｰﾄﾞ、SF20ﾚｺｰﾄﾞ、及び SF90 ﾚｺｰﾄﾞを納税申告書の提出を行ったﾃﾞｰﾀ処理ｻｲﾄに返す。
受信したISF入力が処理され、かつ、誤りを含むことが分かる時はいつでも、CBPは（ﾚｺｰﾄﾞの識別子）10ﾚｺｰﾄﾞ、22ﾚｺｰﾄﾞ、SF10ﾚｺｰﾄﾞ、SF20ﾚｺｰﾄﾞを返す。 誤りを含むﾚｺｰﾄﾞはどれでもその後に対応するSF90ﾚｺｰﾄﾞが続く。誤りが（ﾚｺｰﾄﾞの識別子）40, 50, 60, 70, 80,又は81で起る時はいつでも、その対応する40ﾚｺｰﾄﾞがそのｴﾗｰﾚｺｰﾄﾞと一緒に返される。誤りがﾚｺｰﾄﾞのSF31, SF35又はSF36で起る時はいつでも、その対応するSF30ﾚｺｰﾄﾞがその誤りを含むﾚｺｰﾄﾞと一緒に返される。
「注」：SF90ﾚｺｰﾄﾞ（の使い方）には２種類あり、それはﾚｺｰﾄﾞ・ﾚﾍﾞﾙのSF90とﾒｯｾｰｼﾞ・ﾚﾍﾞﾙのSF90である。ﾚｺｰﾄﾞ･ﾚﾍﾞﾙのSF90は特定のﾚｺｰﾄﾞ/ﾌｨｰﾙﾄﾞに関連している誤りの説明を提供する。  ﾒｯｾｰｼﾞ･ﾚﾍﾞﾙのSF90はISF申告の（進行）状況を提供する。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 SF90 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	4AN
	1-4
	M
	常にSF90に等しくなければならない。
	

	ﾒｯｾｰｼﾞ種別ｺｰﾄﾞ
	2AN
	5-6
	M
	01 =拒否メッセージ
02 =受理メッセージ
03 =警告付き受理メッセージ
11 =拒否レコード
13 =警告付き受理レコード
	

	エラーコード
	3AN
	7-9
	C
	ﾚｺｰﾄﾞ･ﾚﾍﾞﾙの誤りを識別するｺｰﾄﾞ。
	

	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ文
	40X
	10-49
	M
	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ文。
	

	フィラー
	31X
	50-80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


出力ﾒｯｾｰｼﾞｾｯﾄのﾚｺｰﾄﾞ順序付けの事例：
誤りなし入力の場合：A, B, 10, 22, SF10, SF20 (該当する場合), SF90, Y, Z.
誤りのある入力の場合：A, B, 10, 22, SF10, SF20 (該当する場合), SF30, SF36順の

ｴﾗｰﾃﾞｰﾀ検出ﾚｺｰﾄﾞ, SF90 の説明的ｴﾗｰ･ﾃｷｽﾄを有するﾚｺｰﾄﾞ, 5-6桁目（ﾒｯｾｰｼﾞ

種別ｺｰﾄﾞ）が書き込まれたSF90（ﾚｺｰﾄﾞ）, Y, Z.

ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U1 (出力)
これは、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告がCBPにより拒絶されているかどうか、又は（未だﾌｧｲﾙされていない場合）電子送り状ﾃﾞｰﾀを送信するよう要請しているかどうか、を識別する必須の電子的な納税申告の要請/拒絶ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U1 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にUに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に1に等しくなければならない。 
	

	（通関）申告者略号
	3AN
	3‑5
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を前述の通関申告者略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	8AN
	6‑13
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。.
	

	集団［ﾁｰﾑ］　（番号）
	3N
	14‑16
	M
	当該輸入申告を割当てられたCBP輸入専門家集団［ﾁｰﾑ］を示すｺｰﾄﾞ。
	

	送り状要請通知
	1N
	17
	C
	完全な電子送り状ﾃﾞｰﾀがﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告について請求されているなら1と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］で埋め。
	

	フィラー
	1X
	18
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	納税申告の拒絶　通知
	1N
	19
	C
	AII/EDIFACT納税申告が拒絶されているなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そううでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	コメント
	35X
	20‑54
	C
	ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告の拒絶に関する説明［叙述］的メッセージ。
	

	フィラー
	26AN
	55‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U3 (出力)
これは、ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽAII/EDIFACT納税申告の拒絶理由を提供する、条件付の電子的な納税申告の要請/拒絶ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞである。（訳者注；下表中の「行番号」はCF7501の列27行番号を指し、１品目名の明細項目を表す）
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U3 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にUに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に3に等しくなければならない。 
	

	申告者略号
	3AN
	3‑5
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。通関申告者略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	8AN
	6‑13
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	行番号
	3N
	14‑16
	M
	 (CBPの)輸入専門家により拒絶された該納税申告の行番号。
	

	集団［ﾁｰﾑ］
	3N
	17‑19
	M
	該納税申告の品目を拒絶したCBP輸入専門家集団［ﾁｰﾑ］を示すｺｰﾄﾞ。
	

	拒絶理由; 許容性
	1N
	20
	C
	その行番号が許容性を理由に拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶理由; 国勢調査
	1N
	21
	C
	その行番号が国勢調査を理由に拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶理由; 分類
	1N
	22
	C
	その行番号が分類を理由に拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶理由;価格
	1N
	23
	C
	その行番号が価格を理由に拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶理由; 送り状
	1N
	24
	C
	その行番号が送り状提出を理由に拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶理由;  その他
	1N
	25
	C
	その行番号が上記以外のその他の理由により拒絶されるなら1 と言うｺｰﾄﾞ、そうでなければ、空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	拒絶ｺﾒﾝﾄ
	55X
	26‑80
	C
	（CBPの）輸入専門家が当該輸入申告を拒絶した理由の叙述的説明。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 U4 (出力)
これは続きのｺﾒﾝﾄを提供する条件付の電子的な納税申告の要請/拒絶ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ出力ﾚｺｰﾄﾞである。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子U4 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にUに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に4に等しくなければならない。 
	

	拒絶ｺﾒﾝﾄ
	74X
	3‑76
	M
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子U3で始まったｺﾒﾝﾄの続き。
	

	フィラー
	4X
	77‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EA (出力)
これは、当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御ﾍｯﾀﾞｰ出力ﾚｺｰﾄﾞである。そのｧｲﾙが適切に構成されていないか、若しくは、ﾚｺｰﾄﾞの識別子Yごとのﾚｺｰﾄﾞ数総計がACSの検証処理により計算されるものと一致しないなら、その伝送にさらなる処理が加えられることはない。このﾚｺｰﾄﾞはEA/EB/EY/EZ ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成ﾚｺｰﾄﾞの一部である。　
参加者がｴﾗｰなし納税申告の受取り通知ﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子EC）を受けないと決めていて、かつ、全ﾌﾞﾛｯｸともｴﾗｰなしの場合、ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞだけ（ﾒｯｾｰｼﾞ内容不問）送信するためにこのEAﾚｺｰﾄﾞが使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EA (入力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ｴﾗｰ入力ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子
	1A
	2
	M
	常にAに等しくなければならない。 
	

	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	3‑42
	M
	拒否状態の叙述的説明を提供する。
	

	フィラー
	38AN
	43‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EB (出力)
これは、当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰ出力ﾚｺｰﾄﾞである。そのｧｲﾙが適切に構成されていないか、若しくは、ﾚｺｰﾄﾞの識別子Yごとのﾚｺｰﾄﾞ数総計がACSの検証処理により計算されるものと一致しないなら、その伝送にさらなる処理が加えられることはない。このﾚｺｰﾄﾞはEA/EB/EY/EZ ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成ﾚｺｰﾄﾞの一部である。
ACS参加者がｴﾗｰなし納税申告の受取り通知ﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子EC）を受けないと決めていて、かつ、全ﾌﾞﾛｯｸともｴﾗｰなしの場合、ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞだけ（ﾒｯｾｰｼﾞ内容不問）送信するためにこのEBﾚｺｰﾄﾞが使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EB (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ｴﾗｰ入力ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子
	1A
	2
	M
	常にBに等しくなければならない。 
	

	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	3‑42
	M
	拒否状態の叙述的説明を提供する。
	

	フィラー
	38AN
	43‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EC (出力)
これは、貨物引渡し処理用の納税申告ﾃﾞｰﾀの認証要請をｴﾗｰありのﾚｺｰﾄﾞの識別子30で受け取った場合に、ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ（例えば、「認証・申告が保証できない」、「認証・審査基準実施済み」、又は 「貨物の所在地が必要」）を提供する条件付の出力ﾚｺｰﾄﾞである。CBP相談窓口担当官と協定が結ばれている場合に、このﾚｺｰﾄﾞはまたｴﾗｰなし納税申告の受領通知を受け取るためにも使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EC (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常にCに等しくなければならない。 
	

	通関申告をする　地区/通関地
	4N
	3‑6
	M
	通関申告をする地区/通関地を表す符号。一般に、地区符号はﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）に含まれる地区符号と同一である、しかしながら、通関地符号は異なる場合もある。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	7‑9
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	10‑18
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関業者整理番号
	9X
	19‑27
	M
	参加者により規定される任意のｺｰﾄﾞ。このﾌｨｰﾙﾄﾞはACS処理期間中ずっと編集されない。それは、納税申告処理に関する利用者の内部ｼｽﾃﾑ管理のためのものである。
	

	説明的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	28‑67
	M
	当該納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝがｴﾗｰ状態で受信されている、ﾃﾞｰﾀがｴﾗｰなしで受理されている、及び/又は、CBP様式(CBPF)3461（申告／即時引取り）が認証できない、ことを述べる説明的ﾒｯｾｰｼﾞ。
	

	申告種類符号
	2N
	68‑69
	M
	その申告種類を表す符号。有効な申告種類符号は本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	割当てられたﾁｰﾑ番号
	3AN
	70‑72
	M
	ACSにより当該納税申告を割当てられたCBP輸入専門家ﾁｰﾑを示すｺｰﾄﾞ。.
	

	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ識別子
	3AN
	73‑75
	M
	説明的ﾒｯｾｰｼﾞを識別するｺｰﾄﾞ。
（補遺Ｇ；共通ｴﾗｰｺｰﾄﾞ）
	

	フィラー
	5AN
	76‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 E0 (出力)
これは、納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝがｴﾗｰなしで受理される場合、通関申告が警告付きで受理される場合、ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが納税申告ﾃﾞｰﾀにより保証される場合、納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝが貨物引渡し処理用として認証される場合、ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝがﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽの場合、及び/又は、ﾃﾞｰﾀが以前のﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ納税申告に対して再送信されるが、それはもはやﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽの資格を喪失している場合のﾒｯｾｰｼﾞを提供する任意の出力ﾚｺｰﾄﾞである。納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝは、納税申告ﾃﾞｰﾀ・ｴﾗｰを含むことがあっても、編集基準がそれぞれ異なるため貨物引渡しに適すると認定されることがある。ﾚｺｰﾄﾞの識別子ECは納税申告ﾃﾞｰﾀ・ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する。ECﾚｺｰﾄﾞに関連する追加情報については、本章のﾚｺｰﾄﾞの識別子ECを参照のこと。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 E0 (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ﾚｺｰﾄﾞ形式
	1N
	2
	M
	常に0に等しくなければならない。 
	

	納税申告をする　地区/通関地
	4N
	3‑6
	M
	納税申告をする地区/通関地を表す符号。一般に、地区符号はﾌﾞﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）に含まれる地区符号と同一である、しかしながら、通関地符号は異なる場合もある。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	7‑9
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	10‑18
	M
	当該通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	通関業者整理番号
	9X
	19‑27
	O
	参加者により規定される任意のｺｰﾄﾞ。このﾌｨｰﾙﾄﾞはACS処理期間中ずっと編集され又は変更されない。それは、納税申告処理に関する利用者の内部ｼｽﾃﾑ管理のために提供される。
	

	説明的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	28‑67
	M
	当該納税申告ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝがｴﾗｰなしで受理されている、引渡し申告が納税申告により保証されている、及び/又は、貨物引渡しﾃﾞｰﾀが認証されていると言う説明的ﾒｯｾｰｼﾞ。
	

	申告種類符号
	2N
	68‑69
	M
	その申告種類を表す符号。有効な申告種類符号は本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	割当てられたﾁｰﾑ番号
	3N
	70‑72
	M
	ACSにより当該納税申告を割当てられたCBP輸入専門家ﾁｰﾑを示すｺｰﾄﾞ。.
	

	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ識別子 
	3AN
	73‑75
	M
	その説明的ﾒｯｾｰｼﾞを識別するｺｰﾄﾞ。（補遺Ｇ；共通ｴﾗｰｺｰﾄﾞ）
	

	フィラー
	5AN
	76‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EXX (出力) 
これは、10から90までのﾚｺｰﾄﾞの識別子がACSの編集基準を満たさない場合に、説明的ﾒｯｾｰｼﾞを提供する条件付の出力ﾚｺｰﾄﾞである。この識別子名称中のXXはｴﾗｰを含む（識別子名称の）制御識別子番号に等しい。EXXﾚｺｰﾄﾞは前述のﾚｺｰﾄﾞに付随するﾃﾞｰﾀを返し、かつ、警告ﾒｯｾｰｼﾞ、ｴﾗｰの説明、及び/又は拒絶ﾒｯｾｰｼﾞを提供する。ﾚｺｰﾄﾞの識別子10に付随する納税申告ﾃﾞｰﾀは当該輸入申告を特定するために常に返される。出力ﾚｺｰﾄﾞは２個以上のｼｽﾃﾑ生成されたﾒｯｾｰｼを含むことがある。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EXX (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	送信されるﾚｺｰﾄﾞの制御識別子
	2AN
	2‑3
	M
	編集基準を満たさない納税申告の制御識別子を表すｺｰﾄﾞ。
	

	納税申告をする　地区/通関地
	4N
	4‑7
	M
	その納税申告が提出され地区/通関地を表す符号。有効な地区/通関地符号は本刊行物の参考資料抜粋ﾌｧｲﾙの章を通じて照会できる。
	

	通関申告者略号
	3AN
	8‑10
	M
	CBPにより現役の通関申告関連資料作成者全員に割当てられた一意の略号。通関申告が何処に提出されたかには構わず、CBP申告番号の最初の3桁を通関申告者略号が占める。この略号はﾌﾟﾛｯｸ制御ﾍｯﾀﾞｰﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子B）（中）の通関申告者略号と同一でなければならない。
	

	申告番号
	9AN
	11‑19
	M
	承認中の通関申告に割当てられた番号。有効な申告番号書式に関する追加情報については、本刊行物の補遺Ｅを参照のこと。
	

	行番号
	3N
	20‑22
	C
	承認中の納税申告の明細番号。
	

	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ識別子
	3AN
	23‑25
	C
	ｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを識別するｺｰﾄﾞ。このｺｰﾄﾞは参加者がｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ･ﾚｺｰﾄﾞを電子的に区分けできるようにするために提供される。「注」：全てのｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞにｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞ識別子が割当てられるとは限らない。 
	

	申告種類
	2N
	26‑27
	M
	その申告種類を表す符号。有効な申告種類符号は本刊行物の補遺Bに掲載されている。
	

	割当てられたﾁｰﾑ番号
	3N
	28‑30
	C
	ACSにより当該納税申告を割当てられたCBP輸入専門家ﾁｰﾑを示すｺｰﾄﾞ。警告付きで受理された納税申告について、ﾚｺｰﾄﾞの識別子30でのみこのｺｰﾄﾞが返される。　
	

	説明的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	31‑70
	M
	このｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞはﾚｺｰﾄﾞに付随する納税申告が編集基準を満たさなかったことを指している。ACSは警告ﾒｯｾｰｼﾞ、ｴﾗｰの説明、及び/又は、拒絶ﾒｯｾｰｼﾞを提供する。
	

	フィラー
	1AN
	71
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	

	通関業者整理番号
	9X
	72‑80
	C
	参加者により規定される任意のｺｰﾄﾞ。このﾌｨｰﾙﾄﾞはACS処理期間中ずっと編集され又は変更されない。それは、納税申告処理に関する利用者の内部ｼｽﾃﾑ管理のために提供される。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EY (出力)
これは、当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾌﾞﾛｯｸ制御後書き出力ﾚｺｰﾄﾞである。そのｧｲﾙが適切に構成されていないか、若しくは、ﾚｺｰﾄﾞの識別子Yごとのﾚｺｰﾄﾞ数総計がACSの検証処理により計算されるものと一致しないなら、その伝送にさらなる処理が加えられることはない。このﾚｺｰﾄﾞはEA/EB/EY/EZ ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成ﾚｺｰﾄﾞの一部である。
ACS参加者がｴﾗｰなし納税申告の受取り通知ﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子EC）を受けないと決めていて、かつ、全ﾌﾞﾛｯｸともｴﾗｰなしの場合、後書きﾚｺｰﾄﾞだけ（ﾒｯｾｰｼﾞ内容不問）送信するためにこのEYﾚｺｰﾄﾞが使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EY (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ｴﾗｰ入力ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子
	1A
	2
	M
	常にYに等しくなければならない。 
	

	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	3‑42
	M
	拒否状態の叙述的説明を提供する。
	

	フィラー
	38AN
	43‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
	


ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EZ (出力)
これは、当該伝送のﾚｺｰﾄﾞ数総計及びその構成が間違っている時はいつでもｴﾗｰﾒｯｾｰｼﾞを提供する、条件付のﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ制御後書き出力ﾚｺｰﾄﾞである。そのｧｲﾙが適切に構成されていないか、若しくは、ﾚｺｰﾄﾞの識別子Yごとのﾚｺｰﾄﾞ数総計がACSの検証処理により計算されるものと一致しないなら、その伝送にさらなる処理が加えられることはない。このﾚｺｰﾄﾞはEA/EB/EY/EZ ﾄﾗﾝｻﾞｸｼｮﾝ構成ﾚｺｰﾄﾞの一部である。
ACS参加者がｴﾗｰなし納税申告の受取り通知ﾚｺｰﾄﾞ（ﾚｺｰﾄﾞの識別子EC）を受けないと決めていて、かつ、全ﾌﾞﾛｯｸともｴﾗｰなしの場合、後書きﾚｺｰﾄﾞだけ（ﾒｯｾｰｼﾞ内容不問）送信するためにこのEZﾚｺｰﾄﾞが使用される。
	ﾚｺｰﾄﾞの識別子 EZ (出力)

	データ要素
	長さ/ 部類
	位置　　（桁）
	状態
	説明
	注記

	制御識別子
	1A
	1
	M
	常にEに等しくなければならない。 
	

	ｴﾗｰ入力ﾚｺｰﾄﾞの制御識別子
	1A
	2
	M
	常にZに等しくなければならない。 
	

	叙述的ﾒｯｾｰｼﾞ
	40X
	3‑42
	M
	拒否状態の叙述的説明を提供する。
	

	フィラー
	38AN
	43‑80
	M
	空白［ｽﾍﾟｰｽ］埋め。
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